
「第５次かわさきノーマライゼーションプラン（案）」に関する 

パブリックコメントの実施結果について 

１ 概要 

  川崎市では、「ノーマライゼーションプラン」として、障害関連計画を一体的に策定し、障害福祉施

策全体の推進を図っています。 

 このたび、令和３(2021)年度以降の新たな計画として、第５次かわさきノーマライゼーションプラ

ン（案）を取りまとめ、市民の皆様からの御意見を募集しました。 

 その結果、２９通（意見総数２０４件）の御意見をいただきましたので、御意見の内容とそれに対す

る本市の考え方を次のとおり公表いたします。 

２ 意見募集の概要 

題名 第５次かわさきノーマライゼーションプラン（案） 

意見の募集期間 令和２年１２月１日（火）～令和３年２月５日（金）【67日間】 

意見の提出方法 電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参 

募集の周知方法 

・川崎市ホームページへの掲載 

・市政だより（令和２年１２月１日号）への掲載 

・閲覧用資料の設置（区役所・支所・出張所、市民館、図書館、かわさき

情報プラザ、健康福祉局障害計画課） 

結果の公表方法 

・川崎市ホームページに掲載 

・閲覧用資料の設置（区役所・支所・出張所、市民館、図書館、かわさき

情報プラザ、健康福祉局障害計画課） 

３ 結果の概要 

４ 意見の内容と本市の対応  

 相談支援体制や医療的ケア児への支援に関する御意見など、様々な御意見や御要望をいただきまし

た。 

 いただいた御意見の一部を当初案に反映するとともに、事業の進捗状況及び庁内での検討状況等を

踏まえた必要な修正を加えた上で、第５次かわさきノーマライゼーションプランを策定します。 

  なお、いただいた御意見につきましては、今後の本市障害福祉施策を推進する上で参考とさせてい

ただきます。 

意見提出数（意見件数） ２９通（２０４件） 

内訳 

電子メール １３通（１００件） 

ＦＡＸ １３通（７９件） 

郵送 １通（１４件） 

持参 ２通（１１件） 
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【意見に対する対応区分】 

【意見の件数と対応区分】 

項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 合計 

１ 相談支援体制に関すること 0 2 2 32 0 36 

２ 地域生活支援に関すること 1 3 1 18 0 23 

３ 障害のある子どもの支援に関すること 0 0 0 11 1 12 

４ 住まいの支援に関すること 0 5 0 8 0 13 

５ 保健・医療分野等との連携に関すること 0 8 7 14 1 30 

６ 人材の確保・育成、多様な支え合いに関すること 1 2 0 6 0 9 

７ 雇用・就労・経済的自立に関すること 0 0 1 5 1 7 

８ 権利を守る取組に関すること 0 0 0 7 0 7 

９ 心のバリアフリー、社会参加の促進に関すること 1 0 0 11 0 12 

１０ バリアフリー化に関すること 0 1 1 4 0 6 

１１ 災害・緊急時対策に関すること 0 2 0 6 0 8 

１２ 障害（児）福祉計画に関すること 1 5 8 17 0 31 

１３ 計画の策定・実施に関すること 1 1 0 6 0 8 

１４ その他 0 1 0 1 0 2 

合計 5 30 20 146 3 204 

※具体的な御意見等の内容と市の考え方については、別紙「第５次かわさきノーマライゼーションプ

ラン（案）に関する御意見等について」を御参照ください。 

Ａ 御意見を踏まえ、計画（案）に反映したもの 

Ｂ 御意見の趣旨が計画（案）に沿ったものであり、御意見を踏まえながら取組を推進するもの

Ｃ 今後、施策や事業を推進する上で参考とするもの 

Ｄ 計画（案）に対する質問・要望等であり、計画（案）の内容等を説明・確認するもの 

Ｅ その他（今回の意見募集の趣旨・範囲と異なる意見など） 



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

1

障害者相談支援センターを各区４か所で
はなく、その区の状況に合った数にして
もらいたい。
特に、指定特定相談支援事業所のなりて
がなく、障害者が困っている。

障害者相談支援センターについては、区ごとの人口
や障害者数等も考慮し、川崎区及び中原区の地域型
を1か所ずつ増設するとともに、基幹型は地域型と
の重複する業務を整理した上で市内3か所体制に再
編することとし、計画に記載します。
また、希望する全ての方に計画相談支援を提供でき
る体制を目指し、指定特定相談支援事業所が職員体
制の強化や事業の安定化を図れるよう必要な取組を
推進してまいります。
さらに、計画相談支援の供給量が十分確保できるま
での間の対策として、代替的に、本人が希望される
場合に施設等によるサービス等利用計画作成支援を
受けられる仕組みを導入してまいります。

D

2

相談支援体制について、地区健康福祉ス
テーションで手帳の更新や手当の申請な
どの手続きには行くが、その場限りの対
応のみで、継続的に相談支援を受けてい
る実感がない。障害福祉サービスを受け
るにも利用者が制度を調べて利用先と調
整するなど、包括的な相談支援は無い。
介護保険におけるケアマネージャーのよ
うな役割を早急に確立し、担当制として
定期的に面会することを義務付けるな
ど、切れ目のない相談支援をお願いした
い。

障害福祉サービスを利用する方については、サービ
ス等利用計画作成や定期的なモニタリング等を実施
する計画相談支援を提供できるよう、指定特定相談
支援事業所の拡充や、障害福祉サービス事業者や障
害者支援施設によるサービス等利用計画の作成支援
（本人希望時）の仕組みの導入等を図ってまいりま
す。
また、障害福祉サービス利用以外のニーズを持つ方
については、地域相談支援センター等において継続
的な相談支援を実施してまいります。

D

3

障害者相談支援センターの地区担当制が
導入されることにより、近所の目を気に
して相談を躊躇してしまう方も一定数い
ると思われるし、各センターによって
は、相談員の性別が偏っているところも
ある。他地区のセンターの利用もできる
体制を維持してもらいたい。

地域相談支援センターについては地区担当制を導入
することにより、相談窓口を明確化するとともに、
自ら援助を求めることができない方へのアウトリー
チや、地域とのネットワークづくり等を進めてまい
ります。
なお、御指摘のとおり、地区担当の地域相談支援セ
ンターには相談しづらい方も一定数いらっしゃるこ
とが想定されることから、地区担当以外の地域相談
支援センターにも相談できる体制は今後も維持して
まいります。

B

4

地区割りも開始し、相談支援センターの
動きも更に求められているが、今後、高
齢化や疾病などの理由で利用者が相談支
援事業所に訪れることが難しくなると思
われる。相談支援事業所のスタッフがよ
り多くの訪問等ができる体制をとれるた
めの補助を市にお願いしたい。

地域相談支援センターについては、訪問や面接、電
話等の相談体制を強化するため、令和3年度から委
託料を増額し、職員体制を現行の常勤2名・非常勤1
名から常勤3名に拡充いたします。

D

第５次かわさきノーマライゼーションプラン（案）に関する御意見等について

（１）相談支援体制に関すること

別紙

1



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

5

「総合的な相談窓口機能の充実」に関
し、「担当地区が決まっていないのでど
こに相談して良いかわからない」のでは
なく、相談支援事業所そのものの周知が
なされていない。
また、虐待対応や成年後見制度の利用支
援等は、基幹相談支援事業所の役割・業
務として位置付けられていなかったか？
さらに、現在の川崎市の相談支援事業所
の実態の中で、そもそも質の高いソー
シャルワーカー（相談支援専門員）の居
る所（＝相談支援事業所）だったのでは
ないか。しかし実態としては、質の高い
ソーシャルワークの提供はできていな
い。このような状況の中で、意思決定支
援そのものは相談支援の中で全国的にも
重要な事柄として着目されているが、川
崎市において今それを求めるのは時期尚
早である。

これまでも障害者相談支援センターの周知は行って
まいりましたが、区内4か所（基幹型1か所、地域型
3か所）のセンターのうちどこに相談すれば良いの
か判断する基準がなかったため、相談しづらい状況
がありました。そこで、地区担当制を導入すること
により、居住地によって担当の地域相談支援セン
ターが明確になるよう取り組んでまいります。
基幹相談支援センターについては、令和3年10月の
再編以降も引き続き「障害者虐待を防止するための
取組」や「成年後見制度の利用支援」等の業務を位
置付けているところでございます。
意思決定支援については、障害者総合支援法第51条
の22において指定一般相談支援事業者及び指定特定
相談支援事業者に対し、障害者等の意思決定支援に
配慮するよう求める旨が規定されていることから、
本市としても必要な研修等を実施してまいります。

D

7

相談支援体制に関し、現状のモニタリン
グについて、利用事業所で聞き取りし本
人の様子を確認するのはよいと思うが、
３カ月という中ではサービス内容に変化
がないことも多く、より充実したものと
するためには、高齢になり障害が重く
なったなどの、急な体の変化に即したモ
ニタリングが必要と思われる。
そして、そのモニタリングで必要となっ
たサービス、希望するサービスを提供す
るための制度整備と同時に、事業者支
援・人材確保のための支援をお願いした
い。

モニタリングの頻度については利用者の個別性も踏
まえて決定するものであり、令和３年度からの制度
改正において、適切なモニタリング頻度を担保する
ため、モニタリング頻度を短くする必要がある場合
の例示などの方策が国より示されることとなってお
ります。
また、障害福祉サービスの充実に向け、施設等の基
盤整備や運営支援、人材確保に向けた取組など、
様々な取組を推進してまいります。

D

指定相談支援事業所の不足や制度の周知
不足等により、多くの方が相談支援を利
用できない状態が続いており、「多様な
ニーズに対応するための包括的な支援体
制」が実現できていない。
本計画で示す相談支援体制を実現するた
めのロードマップが示されていないの
で、事業所や担い手を増やすための具体
的な計画や将来像について明示すべきで
ある。
（同趣旨ほか１件）

指定特定相談支援事業所が職員体制の強化や事業の
安定化を図れるよう運営支援を実施するなど、指定
特定相談支援事業所の拡充を図るとともに、計画相
談支援の供給量が十分確保できるまでの間の対策と
して、代替的に障害福祉サービス事業者や障害者支
援施設によるサービス等利用計画作成の支援（本人
希望時）に取り組んでまいります。
また、障害福祉サービスの利用有無に関わらない総
合的な相談については、地域相談支援センターの地
区担当制を導入して相談窓口を明確化するととも
に、自ら援助を求めることができない方へのアウト
リーチや、地域とのネットワークづくり等を進めて
まいります。また、川崎区及び中原区の地域相談支
援センターを１か所ずつ増設し、体制の強化を図っ
てまいります。併せて、基幹相談支援センターにつ
いては、地域相談支援センターと重複する業務を整
理した上で市内３か所体制に再編し、広域的な調整
や地域の相談支援体制の整備等を行ってまいりま
す。
さらに相談支援従事者の量的確保と質的向上に向け
て、国の新カリキュラムに基づき、相談支援従事者
初任者研修及び現任研修を実施するとともに、体系
的な相談支援従事者研修を実施するなど、必要な取
組を進めてまいります。

6 D

2



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

9

相談支援体制のあり方に関する議論が絶
え間なく行われ、現場での疲弊は積み重
なるばかりである。相談は大切だが、
「とにかく困ったことがあったら相談し
よう」から「寄り添う」「サービスの選
択」「事業所調整・連携」「制度的手続
き・付き添い」まで、全て「相談支援事
業」の枠内に放り込むことはやめてほし
い。
何かの契機で当事者と知り合った相談員
が寄り添えるような制度設計をしてほし
い。また、日々の仕事を社会的フィール
ドワークとして位置付けるなど、「相
談」に、いま社会に必要な制度の発見や
提言の役割を設けてほしい。さらに、今
ある場所に相談できるスタッフの配置が
可能な制度設計をしてほしい。最後に、
財政的裏付けとして、国の給付金だけで
はなく市の「地域生活支援事業」の充実
をお願いしたい。

1つの事業所・機関で全ての相談に対応することは
困難なため、例えば、障害福祉サービスの利用調整
は指定特定相談支援事業所が行い、一人暮らしに向
けたアパート探しは地域相談支援センターが行う、
というように、様々な相談機関が連携して支援して
いく体制を構築してまいります。
また、日頃の相談支援を通して明らかになった地域
の課題については、地域自立支援協議会において共
有し、課題解決に向けた取組を実施してまいりま
す。
さらに、相談できる場を増やすため、障害者相談支
援センターや指定特定相談支援事業所だけでなく、
日頃利用している障害福祉サービス事業所や障害者
支援施設において代替的にサービス等利用計画の作
成支援（本人希望時）を実施する仕組みを構築して
まいります。その財源については、市独自の取組と
なるため、本市において対応してまいります。

D

各区地域みまもり支援センター・地区健康福祉ス
テーションや障害者相談支援センターにおいて、障
害や年齢、障害福祉サービス利用の有無に関わらな
い総合的な相談支援を実施するとともに、希望する
全ての方に計画相談支援を提供できる体制を目指
し、指定特定相談支援事業所が職員体制の強化や事
業の安定化を図れるよう運営支援を実施するなど、
指定特定相談支援事業所の拡充に取り組みます。
また、相談支援専門員の量的確保に向けて、神奈川
県と連携し、法定研修である相談支援専門員養成研
修を毎年実施するとともに、相談支援専門員の事務
負担軽減を図る取組を行います。
一方で、指定特定相談支援事業所の拡充には一定の
時間がかかることから、計画相談支援の供給量が十
分確保できるまでの間の対策として、障害者の相談
支援につきましては、御本人が希望する場合に通所
施設や入所施設等がサービス等利用計画を作成する
こととし、それを支援するための仕組みを導入予定
です。また、医療的ケアが必要な方など、連携調整
等が必要な場合は、引き続き療育センター等で計画
策定を行いますので、これまでどおり関係機関で連
携し支援を行ってまいります。
なお、サービスを複数利用する場合や各所の負担等
の詳細につきましては、今後、関係機関等とも調整
しながら検討してまいります。

D

今後の相談支援体制のあり方については、平成30年
度以降、「障害者の相談支援体制の充実に関する懇
談会」や「障害者施策審議会」、「第5次かわさき
ノーマライゼーションプラン策定委員会」、「川崎
市地域自立支援協議会」等において検討してまいり
ました。このたび、その検討結果を踏まえた施策を
本計画に盛り込み、案としてお示ししたところであ
り、パブリックコメントや庁内での最終調整等を経
て、令和3年3月末に策定するものです。
また、「支援が必要な全ての方」を定義し、その実
数を把握することは困難であると考えますが、相談
支援に関する目標数値・見込量として、「地域相談
支援センターの相談件数」（重点目標６）や計画相
談支援の見込量等を設定しているところです。

D10

本計画の相談支援事業に関する部分につ
いては、「令和３年度以降の障害者相談
支援体制について（案）」の内容が散り
ばめられている。この案はいつ、どこで
検討されたものであり、どのような経緯
で第５次ノーマライゼーションプランに
繋がってきたのか（組み込まれたのか）
教えてもらいたい。
また、今回こそは、前回の再編時（平成
23・24年検討、平成25年度より実施）
の予測の甘さに学び、支援が必要な全て
の方に行きわたるための具体的な数字を
提示してほしい。

8

「相談支援の充実」とあるが、一方では
「セルフプラン」を推奨しており、逆行
している。相談支援員との繋がりは大切
であり、また、サービス等利用計画をセ
ルフで作成することが利用者家族・保護
者にとって負担にならないか心配であ
る。指定特定相談支援事業所が相談支援
専門員を増やす取組を進めるべき。
また、計画相談支援の供給量を十分確保
するまでの期間や具体策、相談支援専門
員の増員に関する具体策等を明示すると
ともに、サービスを複数利用している場
合の対応や、各所の負担・専門性はどう
なるのか、教えてもらいたい。
（同趣旨ほか３件）

3



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

11

「希望するすべての方に計画相談支援を
提供できる体制を目指す」とあるが、平
成23・24年の相談支援再編検討時に
も、多くの人々が、この体制では希望す
る方全てに計画相談は行きわたらないと
意見したが、川崎市はその声を聞かず、
平成25年４月より現体制をスタートさせ
た経緯がある。今回は、計画相談が行き
わたる数字的な計画を明示していただき
たい。指定相談支援事業所や相談支援専
門員の数とともに、本計画では通所施設
等でセルフプランによる計画作成も考え
ているようなので、そのケース数の見込
量など、明確な計画目標を提示する必要
がある。本来は平成23・24年時の再編
案の総括こそが最初に必要である。

指定特定相談支援事業所が職員体制の強化や事業の
安定化を図れるよう運営支援を実施するなど、指定
特定相談支援事業所の拡充に取り組むとともに、相
談支援専門員の量的確保に向けて、神奈川県と連携
し、法定研修である相談支援専門員養成研修を毎年
実施し、また、相談支援専門員の事務負担軽減を図
る取組を行います。
一方で、指定特定相談支援事業所の拡充には一定の
時間がかかることから、計画相談支援の供給量が十
分確保できるまでの間の対策として、障害者の相談
支援につきましては、御本人が希望する場合に通所
施設や入所施設等がサービス等利用計画を作成する
こととしております。
なお、現在においては計画相談支援が約4割、セル
フプランが約6割となっておりますが、上記の取組
を進める中で事業所の数や利用状況などは随時変化
していくことから、適時適切に利用者のニーズや現
場における課題感などを把握しながら、相談支援体
制の充実に向けた取組を進めてまいります。

D

12

指定特定相談支援事業所の相談支援専門
員だが、今まで基幹相談支援センターに
より「後方支援」をしていただいた実
感・事実がないので、その具体的な内容
を示してもらいたい。
また、「障害者相談支援センター＝委託
相談支援事業所」と、「指定相談支援事
業所」には情報の格差等があり、最近の
例としては、「川崎市における令和３年
度以降の障害者相談支援体制について
(案)」の検討段階に指定相談支援事業所
がほとんど関わっておらず、その説明や
意見交換の機会が後回しにされてきた。
この事実や状況をどのように理解したら
よいのか。しかもこの案では、「計画相
談支援が必要な方々に行きわたっていな
い元凶は、指定相談支援事業所にある」
と言い切っており、理不尽そのものであ
る。

基幹相談支援センターによる後方支援の具体的な内
容として、例えば、必要に応じて基幹相談支援セン
ターの職員が指定特定相談支援事業所等を訪問し、
相談支援専門員に対し助言を行う、面接・サービス
担当者会議に同席する、訪問に同行する等の支援を
想定しております。
また、今後の相談支援体制のあり方については、平
成30年度以降、指定特定相談支援事業所の運営法人
にも御出席いただいている「障害者の相談支援体制
の充実に関する懇談会」や「障害者施策審議会」等
において検討してまいりました。
なお、計画相談支援の供給量が不足している原因に
ついては、「計画相談支援の報酬が低く採算が取れ
ないこと、相談支援専門員の資格要件が厳しくなり
手が少ないこと、計画相談支援に係る手続き等が煩
雑なこと」など、主に現行制度に原因があると考え
ており、令和3年度以降、市独自の様々な取組を実
施してまいります。

D

13

川崎市における相談支援事業所は、川崎
市の言う「障害者相談支援センター（各
区に４か所ある『「地域相談支援セン
ター」と「基幹相談支援センター」。い
わゆる「委託相談支援事業所」』）と、
指定相談支援事業所（川崎市長より指定
を受けている相談支援事業所）があるこ
とをお忘れないようにお願いしたい。
地域における相談支援事業を語る時、川
崎市の場合は、この２つの相談支援事業
所を含めた実態把握を行い、分析・検討
等を進めてほしい。

本市では、主な相談支援機関として障害者相談支援
センターや区地域みまもり支援センター・地区健康
福祉ステーション等のほか、指定特定相談支援事業
所の役割が重要であると考えております。
今後の相談支援体制のあり方については、平成30年
度以降、指定特定相談支援事業所の運営法人にも御
出席いただいている「障害者の相談支援体制の充実
に関する懇談会」や「障害者施策審議会」等におい
て検討してきたところであり、今後も引き続き、指
定特定相談支援事業所も含めた相談支援体制の充実
に努めてまいります。

B

4



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

14

「障害者生活支援センター」を「障害者
相談支援センター」へ再編し、とある
が、この時、川崎市は『「障害者相談支
援センター」＝「委託相談支援事業
所」』と『指定相談支援事業所』とに、
相談支援事業所を２種類に分けたのでは
ないか。相談支援事業所の２重構造を創
り出したことが、現在の川崎市の相談支
援事業の閉塞状態の要因の一つであり、
この現実やその後の状況を、相談支援に
関わっている関係者総体で総括・検証し
ていく必要があったのではないか。ま
た、「ワンストップの相談体制」と言っ
ているが、現場から見て、必ずしもワン
ストップにはなっていない。

平成18年に施行された障害者自立支援法において、
障害者への相談支援は、市町村が地域生活支援事業
として実施すべき相談支援（障害者相談支援事業）
と、個別給付として指定相談支援事業所が実施する
相談支援（サービス利用計画作成費）の2種類が規
定され、本市では前者の障害者相談支援事業を実施
する「障害者生活支援センター」を委託により設置
いたしました。その後、障害者自立支援法の改正に
より、平成24年度からサービス利用計画作成費の対
象者が大幅に拡大されて計画相談支援となったほ
か、新たに地域相談支援及び障害児相談支援が制度
化されました。国の制度上、障害者相談支援事業は
指定一般相談支援事業者（地域相談支援を実施する
事業者）又は指定特定相談支援事業者（計画相談支
援を実施する事業者）に委託できるものとされたこ
とを踏まえ、本市では障害者生活支援センターに指
定一般相談支援事業、指定特定相談支援事業及び指
定障害児相談支援事業の事業者指定を受けることを
求め、平成25年度の障害者相談支援センターへの再
編後もこの形は変わっておりません。
なお、障害者相談支援センター事業については、平
成29年度に「障害者相談支援センターの検証に関す
る懇談会」を設置し、現状と課題を検証し、事業の
見直しの方向性について検討を実施いたしました。
また、現状では必ずしもワンストップの相談支援が
実施できていないという意見もあったことから、地
区担当制を導入する地域相談支援センターをはじ
め、基幹相談支援センターや区地域みまもり支援セ
ンター・地区健康福祉ステーション等においてワン
ストップの相談が実施できるよう相談支援体制の再
構築を図ってまいります。

D

16

現在の社会情勢も踏まえ、相談支援事業
所との定期面談のZoomでの実施や契約
締結時の電子契約システムの導入など、
時代の要請にあった相談支援体制の整備
を目指すべき。

相談支援サービスの運用等につきましては、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止の観点などを踏まえ、国
の基準に基づきながら、適切に実施してまいりま
す。

D

17

第４部「地域リハビリテーションの推
進」のうち、３（３）障害児施策（75
ページ目）の記載について、障害児相談
支援事業所の影が薄いように見えるが、
どうしてなのか教えてもらいたい。

本項目については、障害児施策における課題感を踏
まえ、今後に向けた新たな取組や大きな変更点を中
心に記載しているものであるため、障害児相談支援
事業所等の既存の機関・枠組みについて網羅的に記
載するものではありません。

D

視覚・聴覚障害者情報文化センターにおいては、そ
れぞれの障害を持った方や、見えづらい・聴こえづ
らい方、その支援者の方からの相談を随時受けてお
りますので、今後におきましても、引き続き相談へ
の対応を実施してまいります。また、支援ニーズの
増加・多様化に対応するため、相談支援体制の再構
築に取り組むなど、支援が必要な全ての方に対し効
果的に相談支援を行える体制の確保に向け、関係機
関と連携しながら必要な取組を進めてまいります。

D15

相談機関のネットワークにおいては、障
害者相談支援センターだけではなく相談
機能のある視覚、聴覚障害者情報文化セ
ンターを明記してもらいたい。
（同趣旨ほか１件）

5
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18

地域リハビリテーションについて、生活
全体を対象とし、年齢や障害の種別等で
限定せず、市民全体に対する包括的な支
援体制ということだが、リハビリと聞い
て思い浮かべるのは身体的なリハビリ
テーションであり、イメージができな
い。
地域リハビリテーションセンターとあわ
せて、具体的な利用例などを教えてほし
い。

「リハビリテーション」とは、本来、障害等により
何らかの生活のしづらさを抱えた方が、持てる能力
を活用しながら、可能な限り質の高い生活を取り戻
すことができるよう支える取組のことであり、狭義
の身体的機能回復訓練を指す言葉ではありません
が、社会的には後者の意味で定着しています。本市
では、本来の意味に立ち戻り、様々な困りごとの場
面で、それぞれの状況とニーズに応じた相談・支援
を用意し、適時適切なサポートを提供する体制を目
指すこととしております。
例えば、高齢の精神障害のある方が就労先を探す
際、その方の得意な作業を見極めて訓練を重ねると
ともに、通勤時間や就労時間、業務内容を調整し、
その方が働ける環境を用意することも、リハビリ
テーションの１つととらえることができます。この
場合、訓練をサポートする方、履歴書の書き方や職
場見学のサポートをする方、就労先を探し条件の交
渉を行う方、受け入れる職場の方、そしてご本人の
変化に気づきやすいポジションにいるご家族など
が、リハビリテーションの担い手と考えられます。
全世代・全対象型の地域リハビリテーションの取組
は全国的にも例がない取組ですので、御指摘のとお
り周知が足りておりません。今後、市民の皆様に御
理解いただけるよう、実績を積み重ねるとともに、
事業者も含め、定着するよう積極的に取り組んでま
いります。

D

19

地域リハビリテーションの推進に関し、
「重層的な支援体制」とあるが、このよ
うな方向性は、いつ、どこで検討された
ものなのか。また、このような方向性が
出てくる前提として、これまでの相談支
援体制に対する総括や検証はどこでどの
ようになされているのか。
相談支援事業に現在関わるものとして、
この方向性は、川崎市の実情とは大きく
かけ離れているとしか思えない。「包括
的支援体制の提供」の前に打ち出すべき
方向性があるのではないか。

第４次かわさきノーマライゼーションプランにおい
ては、区役所や障害者相談支援センターを一次的相
談窓口、精神保健福祉センターや地域リハビリテー
ションセンターを二次的相談を担う専門機関として
位置づけ、重層的な相談支援体制の充実を図るとと
もに、包括的な相談支援体制の構築を進めることと
しておりました。加えて、川崎市地域リハビリテー
ションセンター整備基本計画においては、既存の支
援体制を再編・統合し、機能の充実を図りながら、
市内３か所の地域リハビリテーション体制を構築す
ることとしております。これらの計画に基づき、こ
の間、障害者相談支援センターや区役所などの現場
の方と協議するとともに、障害者施策審議会や計画
策定委員会の場などで、現行体制の課題の共有と、
これに対する対応案等について御議論いただき、川
崎市議会において報告するなど、様々な御意見をい
ただきながら取組を進めてまいりました。

D

20

総合リハビリテーション推進センターの
役割として精神保健福祉センターの機能
が移管されることとなるが、そのことを
一般市民や精神障がい者にも分かるよ
う、総合リハビリテーション推進セン
ターの名称に付帯して「精神保健福祉セ
ンター」の名称を付記するなどの組織機
構上の工夫をすべきと思う。
さらに、70ページ目の図内にある「障害
者支援の課題」に、いわゆる３障害者
（精神障害者、身体障害者、知的障害
者）の支援に関する課題が列記されてい
ない。例えば、発達障害者支援が記載さ
れているが、精神障がい者への支援が記
載されていないのは不適切なので、それ
を明記してもらいたい。

センターの名称については、これまでの議論の過程
において、今回いただいた同義の御意見がある一
方、「精神」や「障害者更生」との表記があること
で相談しづらいという御意見もいただいており、本
市としては、障害の種別で限定しない、誰でもアク
セスしやすい窓口を目指し、本名称としたところで
す。
また、70ページ目の図内における障害者支援の課題
に関する記載についてですが、「現行の障害者に対
する支援に加え」という表記を添えており、いわゆ
る３障害は当然のこととして、列記の課題を例示し
ているものです。

D

6
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21

高次脳機能障害は永続的な障害であり、
小児期に受傷すれば、学歴期を経て成人
になるまでのシームレスな支援が必要と
なる。現状の地域療育センターと地域リ
ハビリテーションセンターでは連続性が
弱いため、特に小児期の高次脳機能障害
者への支援ができる場がない。
連携を強化する具体的な施策（連携会議
を設ける、あるいは地域リハビリテー
ションセンターにおいても積極的に小児
の支援も行うなど）をお願いしたい。

高次脳機能障害への支援につきましては、小児期か
ら成人期まで、市高次脳機能障害地域活動支援セン
ターをはじめ、地域リハビリテーションセンターや
地域療育センター等の関係機関が、各地域ごとに連
携できるよう取組を進めてまいります。

D

23

川崎市においても相談ニーズを積極的に
受け止める必要があるため、各地域リハ
ビリテーションセンターは各区の高齢・
障害課と協調し、一般市民や福祉関係者
向けの講演会・研修会を年数回実施し、
相談窓口の存在や積極的に相談に応じる
姿勢を示してもらいたい。なお、この講
演会・研修会は、新たに設置される総合
リハビリテーション推進センターが統括
し、各センターで実施状況・結果をモニ
タリングしてもらいたい。また、地域リ
ハビリテーションセンターの指定管理者
に対し、こうした相談支援を日常的・積
極的に実施するよう指示するとともに、
定期的に高次脳機能障害相談会を開催し
て相談ニーズを掘り起こし、これらの活
動実績を総合リハビリテーション推進セ
ンターが集計・分析していくという仕組
みを作ってもらいたい。

本市においては、障害者の増加・高齢化、障害の重
度化・重複化、支え手となる家族の高齢化、障害児
支援ニーズの急増など、多くの課題が顕在化してい
るところであり、高次脳機能障害のある方に対する
支援も、こうした課題の１つとして捉えているとこ
ろです。
今後、地域リハビリテーションセンターで把握した
新たな課題や対応について、総合リハビリテーショ
ン推進センターにおいて組織ごとの役割分担や連携
方法を整理し、連携モデルを作成するとともに、総
合研修センターと共同で市内の事業者・施設等を対
象とした研修を実施し、全市的なサービスの質の向
上を図ることとしております。なお、市内３か所の
地域リハビリテーションセンターでは、障害の種別
に関わらず、全対象型の支援を実施していくことと
しており、高次脳機能障害に関する御相談にも対応
してまいります。
また、現在でもれいんぼう川崎と連携して研修会等
を行っておりますが、引き続き、総合リハビリテー
ション推進センターや総合研修センターも含めて取
り組んでまいります。

D

24
地域自立支援協議会の構成員の中に、民
生委員や商店及び企業の関係者を入れる
べきである。

地域自立支援協議会については、個別の相談支援を
通して明らかになった地域の課題について、地域の
関係機関と連携してその解決に取り組むものである
ため、その都度、必要な関係機関に参加していただ
く仕組みを検討してまいります。

C

高次脳機能障害への支援を進めるにあ
たっては、サービスの利用・待機状況等
の現状分析を行い、必要な施策とその効
果等について具体的な検証が必要であ
る。また、小児の高次脳機能障害者支援
の必要性についても認識する必要があ
る。
そのため、令和３年度に開設する総合リ
ハビリテーション推進センターが地域リ
ハビリテーションセンターなどの関係機
関と連携しながら、この問題に関する調
査研究、関係機関との情報共有や調整、
普及啓発等に取り組むことで、支援の充
実を図ってもらいたい。
（同趣旨ほか２件）

本市においては、障害者の増加・高齢化、障害の重
度化・重複化、支え手となる家族の高齢化、障害児
支援ニーズの急増など、多くの課題が顕在化してい
るところであり、高次脳機能障害のある方に対する
支援も、こうした課題の１つとして捉えているとこ
ろです。また、本市における高次脳機能障害支援に
つきましては、市高次脳機能障害地域活動支援セン
ターを中心に、地域リハビリテーションセンターや
れいんぼう川崎等の関係機関が、各地域の実情に応
じて連携しながら取り組んでいるところです。
今後、総合リハビリテーション推進センターにおい
て、保健医療福祉に関する調査研究・連携調整・人
材育成を推進していくこととしておりますので、順
次、そうした課題に取り組んでまいります。

22 D
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

25

自立支援協議会は、地域の支援ニーズの
掘り起こしや地域資源の新規開発、支援
体制の整備等の役割を果たすことができ
ているのか？市ホームページで活動報告
はあるが、実態がよくわからない。
まず、各協議会が何を目指しているかの
「ビジョン」がそもそもわからない。そ
して具体的な課題が何であると捉え、そ
れを解決するための年次目標や活動計
画、その進捗状況の共有、年度末のふり
かえり、次年度の活動にどう生かすか？
等のPDCAに関わる情報が公開資料から
は伝わってこないので、活動の工夫、連
携の強化、情報発信の質の改善などが必
要と感じる。

地域自立支援協議会については、地域課題の解決に
向けた取組が不十分な面もあることから、今後、よ
り実効性のある課題解決に向けた取組を実施できる
よう、課題抽出の方法や各会議のあり方等を見直し
てまいります。
また、地域自立支援協議会の活動については市ホー
ムページ上で情報発信しているところですが、今後
もより一層活動内容を分かりやすく情報発信してい
くよう努めてまいります。

C

26

発達障害への支援について、これまでど
おり発達相談支援センターを基軸に専門
的支援を実施するとあるが、相談件数の
増加に伴い、問い合わせをしても返答ま
でに1ヵ月以上かかると聞いている。圧
倒的なマンパワー不足を感じるが、今後
どのように解消していくのか？

発達相談支援センターや市内４か所の地域療育セン
ターにおいて、発達障害児者の専門的な相談や支援
を実施しているところですが、近年、発達障害に関
する認識が高まることなどにより、相談件数が増加
するとともに、日中支援の場の確保などが課題と
なっております。 
そのため、発達相談支援センターの北部地域の分室
として、平成25年に地域活動支援センターゆりの木
を開設するとともに、平成27年度からは、国の要綱
に基づく「発達障害者地域支援マネジャー」を発達
相談支援センターに配置するなど、支援の強化を
図ってまいりました。 
今後につきましても、引き続き、発達障害児者の専
門的な支援の充実に向けた取組を進めてまいりま
す。

D

27

「ひきこもりへの支援」について、本計
画では相談窓口の設置しか記載されてい
ない。しかし、早急に必要なのは、どの
ような「場」「社会資源」ならば、その
方たちが安心して一歩踏み出せるのかで
ある。市としてじっくりと関わる体制が
取れるように、地域生活支援事業とし
て、相談支援や地域活動支援センターの
取組としてスタートすることを望む。

ひきこもり支援については、「広義のひきこもり支
援ニーズ調査」の結果等を踏まえ、相談者にとって
存在が分かりやすく、相談の敷居も低い「相談窓
口」及び「アセスメント機能」の確保に向けた取組
を行う必要があります。そこで、川崎市複合福祉セ
ンター内に「ひきこもり地域支援センター」を新た
に設置し、ひきこもりに関する相談を広く受けると
ともに、ニーズに応じて支援機関等に繋げるアセス
メント機能の構築を進めてまいります。

D

28

「依存症に対する支援」について、「依
存症地活Cの運営方法を変更した」とあ
るが、依存症のみに関わらずそれ以外の
地活B、C、Dでも支援を行っている。そ
れらの現状も踏まえ、双方を分けず同様
に「充実する」あり方を作り上げるべき
ではないか。

依存症に対する支援については、アルコール健康障
害対策基本法や再犯の防止等の推進に関する法律、
ギャンブル等依存症対策基本法の施行に伴い、アル
コール・薬物・ギャンブル等依存症対策の推進が必
要なことから、依存症支援におけるミーティング活
動や情報提供、普及啓発、相談活動を行うため、依
存症回復施設を「依存症地域活動支援センター」と
したものです。今後は依存症地域活動支援センター
を中心に、関係機関と連携しながら、依存症者への
支援の充実に向けて取組を進めてまいります。

D
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

29

「かながわ難病相談・支援センター」の
相談業務のうち、ピア相談については、
神奈川県難病団体連絡協議会に担当させ
てもらいたい。

難病患者に対する相談支援においては、医療や福祉
に関する専門的な助言とあわせて、同じような環境
や悩み、経験をいかしたピア相談も重要なものと認
識しております。
かながわ難病相談・支援センターにおけるピア相談
についても、こうした意義を踏まえ、関係団体の御
意見も伺いながら実施することができるよう、共同
運営者である神奈川県や横浜市・相模原市と協議を
行ってまいります。

D

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

30

今後の市全体を見渡した整備について、
区によって不公平のないようにしてもら
いたい。
具体的には、現在、幸区・多摩区には地
域拠点施設がなく、今後の計画について
の話も聞いていない。短期入所併設の施
設もなく、また学校についても特別支援
学校（分教室を含む）が、幸区にはな
い。
区の地理的条件などもあると思うが、利
用者の視点に立ちながら、今後の整備を
お願いしたい。

新たな施設の整備にあたっては、施設の設置状況や
ニーズなど、様々な観点からの課題等に対し、総合
的に考え、進めていく必要がありますので、今後に
おきましても、市全体の状況や利用者の視点を踏ま
えながら検討してまいります。

B

31

地域生活支援拠点が少ない。最低でも各
区１拠点は必要なので、毎年１拠点を整
備する目標とし、継続的・積極的に整備
してもらいたい。
また、「面的整備」の具体的な進捗状況
が分からないので、拠点がどのように連
携して生活を支えていくのか、冊子「ふ
れあい」のように、地区別のサービス拠
点が目に見える形での情報開示をお願い
したい。

地域生活支援拠点については、整備予定の施設を含
め５施設の設置を見込んでおり、今後、未整備地域
を中心に新たな整備について検討を進めてまいりま
す。
「面的整備」については、今後開催を予定している
「（仮称）地域生活支援拠点連絡会」等において、
整理等を行ってまいります。

D

（２）地域生活支援に関すること

「短期入所の充実」等が挙げられている
が、そもそも施設数が少ない上、18歳未
満の子供については利用できる施設がほ
とんどない。必要な時に利用できるよ
う、短期入所施設の整備や、グループ
ホームや入所施設での短期入所の利用が
できるようにするなど、選択肢の幅を広
げるための施策をお願いしたい。
また、短期入所はもちろんのこと、移動
支援や通所支援など、地域の福祉資源の
充実について具体的な数値目標も伴いな
がら取り組んで頂きたい。
（同趣旨ほか１件）

短期入所のニーズが高まる中、受け入れ枠の拡充が
求められておりますが、国の「施設から地域生活
へ」との方針により入所施設の整備が困難であるこ
とから、入所施設に併設する短期入所の整備が困難
な状況がございます。また、平成28年3月に策定し
た「第２期障害者通所事業所整備計画」では、子ど
もに特定したものではありませんが、短期入所につ
いて、生活介護事業所への併設を含めて効率的な導
入を検討し、区を単位としたサービス提供体制を整
備することとしております。
第６部（第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計
画）において記載している令和５年度までのサービ
ス見込量などを踏まえ、今後も「第２期障害者通所
事業所整備計画」に基づく基盤整備を進めるととも
に、次期整備計画の策定時には、子どもの利用状況
などのニーズ等を踏まえて検討してまいります。

B32
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

33

在宅の介護サービスに関し、在宅で生活
する、高齢と視覚障害の複合ハンディの
ある単身世帯及び高齢視覚障害者世帯に
おいて、要介護者が発生したときに、在
宅介護サービスが視覚障害に配慮して円
滑に提供されることを本計画に記載して
もらいたい。また、このためには、視覚
障害の特性を理解した専門的知識のある
職員が地域包括支援センターに配置され
る必要があるので、そのことについても
記載してもらいたい。

地域包括支援センターについては、地域におけるワ
ンストップサービスの拠点としての役割を果たし、
複合的な課題を持つ世帯への支援においては障害に
おける専門的な知識の理解も必要となります。いた
だいた御意見につきましては、今後の地域包括支援
センターの取組強化を推進するにあたり、参考にさ
せていただきます。

D

34

通所支援については「報酬基準が低すぎ
る」という課題が大きく、改定が必要で
ある。
補助金の原資は税金なので一定の基準が
必要なのは確かだが、ある程度弾力的な
運用が認められないと、仕組みがあって
も当事者・家族が実質的に利用できない
（しづらい）サービスになってしまう。

障害福祉サービス等については、令和３年度に国の
報酬改定が行われ、報酬がプラスとなる予定です。
また、本市においては、国報酬に加えて、サービス
提供や人材配置等に応じた様々な加算制度を運用し
ています。
引き続き、様々な加算制度を運用し、障害福祉サー
ビス等の適切な利用が可能となるよう取り組んでま
いります。

D

D

通所事業所での送迎や食事・入浴サービ
スの充実について、児童発達支援、放課
後等デイサービス、短期入所等の事業所
の入浴に関する加算を拡充してほしい。
医療的ケア児の入浴が困難なことは明ら
かであり、成長とともに自宅での入浴は
より難しくなる。
訪問入浴という選択肢もあるものの、対
応する事業所も多くはなく、日々の予定
に組み込む難しさを考えても、通所先で
入浴サービスがあることは家族にとって
大きな助けである。
（同趣旨ほか１件）

通所事業所での送迎や食事・入浴サービスの充実に
ついては、本市において独自の加算を設けることに
より、事業所のサービス提供体制を支援していま
す。
入浴については、短期入所は入浴、排せつ及び食事
の介護その他の必要な支援を行うサービスであるこ
とから、利用者のニーズに応じ適切な支援が行われ
るよう周知を図っていきます。また、児童発達支援
及び放課後等デイサービスについては、療育を提供
するサービスであることから入浴は必須の支援とは
されていないため、入浴に係る設備についても基準
上必須とはされていません。しかし、医療的ケア児
については、令和３年の報酬改定において、国にお
いても支援区分が設けられるなど、検討が進んでお
りますので、今後の国の動向を注視しながら、本市
においても引き続き検討してまいります。

D35

移動支援については、ヘルパー不足、制
度の周知不足等の理由で利用できない
ケースが多く、利用者本位の支援になっ
ていない。また、現行制度では原則とし
て中学生は移動支援が利用できない。利
用者が地域で働くことだけではなく、本
人の成長や余暇の充実等に向け、ヘル
パーの単価増額などにより、移動支援を
充実してもらいたい。
（同趣旨ほか１件）

移動支援事業においては、事業所数等の不足により
サービス利用ができないという課題を認識しており
ますので、今後は単位改正等、事業の見直しを検討
してまいります。
また、障害児の制度利用につきましては、一般的な
家庭における生活状況と乖離しないよう、原則は保
護者の付き添いを必要としておりますが、個別の状
況を考慮しつつ、適切な制度運用に努めてまいりま
す。

36
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

38

大型の車いすでのバス利用時に、混雑を
理由に乗車拒否されたり、乗車時に乗務
員のサポートが得られないことがある。
また、ふれあいパスがあっても、受け入
れ側の協力がなければ乗車できない。乗
車拒否は本来、法に触れるはずなので、
事業者への周知徹底を図ってもらいた
い。

障害者への合理的配慮の提供について、交通事業者
との会議等を通じて、交通事業者に対し、従業者へ
の周知の依頼をしていきます。

C

39

昨今、ユニバーサルデザインタクシーが
普及しているが、大型の車いすでは乗車
できず困っている。何を目的としたユニ
バーサルデザインタクシー普及活動なの
かを整理し、ターゲットとする利用者側
からの評価を含めた審査基準を設けて助
成してほしい。また、本計画にも移動・
外出の支援において「ユニバーサルデザ
インタクシーの普及に向けた支援」が記
載されているが、具体的な内容が不明な
ので、啓発活動なのか補助金等の制度な
のか、実施内容を明確に記載してもらい
たい。

ユニバーサルデザインタクシーの認定基準について
は、学識者や障害者団体、福祉団体等で構成される
国の検討会での議論を経て定められております。本
市では、ユニバーサルデザインタクシーの普及に向
けた支援について、市民生活に身近な鉄道駅などを
中心に、高齢者や障害者にも利用しやすい環境整備
などの実現に向け、拠点駅や公共施設、病院等を中
心としたユニバーサルデザインタクシー対応の乗場
整備を進めております。引き続き、ユニバーサルデ
ザインタクシー普及促進の取組を進めてまいりま
す。
なお、いただいた御意見を踏まえ、ユニバーサルデ
ザインタクシーの普及に関する具体的な内容を本計
画に追記いたします。

A

川崎市障害児（者）日常生活用具給付等事業等の障
害者福祉に係る用具については、必要に応じてかわ
さき基準（KIS）と情報を共有しながら取組を推進
しております。
今後も引き続き、かわさき基準（KIS）と連携しな
がら、取組を進めてまいります。

日常生活用具の給付対象とするなど、か
わさき基準（ＫＩＳ）認証製品を福祉行
政において利用促進するための仕組みを
工夫することについて、本計画に記載し
てもらいたい。
（同趣旨ほか１件）

40 D

「川崎市重度障害者福祉タクシー事業」の本来の趣
旨は、「社会生活上の移動に制約を伴う重度障害者
に対して、タクシー利用券を交付し、外出時に利用
するタクシー料金の乗車料金の一部を助成するも
の」になります。今後も障害者の移動手段確保対策
事業全体の観点から、持続可能な制度として事業を
継続していくことができるよう努めていきます。ま
た、ガソリン代を対象とすることについては、外出
の機会拡大につながるとの御意見もいただいており
ますが、ガソリン券での交付ではセルフ式ガソリン
スタンドでの利用が難しいことや、助成対象とする
運転者の範囲設定、御本人の外出以外での利用も可
能であることなどが課題であると、既に実施してい
る自治体から伺っておりますので、今後とも、他都
市の状況や障害者団体からの御意見などを踏まえ、
障害者本人の移動手段確保という制度の目的や持続
可能性の観点から、検討を重ねていきたいと考えて
おります。
福祉キャブ運行事業については、平成25年度から運
行台数を１台増車した結果、各区あたり１台の計７
台となり、さらに、令和元年度から難病患者等福祉
キャブを障害者福祉キャブに統合したため、計８台
で運行しています。今後も運用状況を検証しなが
ら、事業主体である公益財団法人川崎市身体障害者
協会と連携し、より効率的な運用に努めてまいりま
す。

重度障害者福祉タクシー利用券の交付数
を増やすとともに、自家用車を使用して
いる人に対しては、ガソリン券の支給を
してほしい。また、福祉キャブの台数も
増やすべきである。
（同趣旨ほか１件）

D37
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

41

補装具の助成について、所得制限を撤廃
してほしい。成長に伴い必要な物も増
え、また作成し直す必要も出てくる。市
販のもので代用できる物でもなく、非常
に高価な為、多少所得が高くてもかなり
の負担になる。継続的に生活に必要な物
を確保し、経済的にも生活を維持してい
けるようにしてほしい。

本市では、国の定める利用者負担に対してより段階
的に所得区分を設定するとともに、負担上限月額を
引き下げ、独自に軽減した利用者負担設定の中で、
補装具費支給事務を実施しております。所得に応じ
て費用の一部を利用者に御負担いただくことは、制
度を安定的・継続的に運用していくために必要なこ
とと考えておりますが、今後とも、国の動向を注視
してまいります。

D

42

「精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築」の実現に向けた取組を進
めてもらいたい。
具体的には、手帳等を所持していない
ケースも含めて精神障害者やその家族へ
の総合的なアドバイスができる一元的な
対応窓口の設置、「お互いに思いあう
心」を持つことなどに関する一般市民へ
の啓発・教育、地域で必要な医療等を受
けられる体制の充実等が必要である。ま
た、引きこもりに対応した各種訪問支
援、病院の入退院に関する指導・斡旋、
退院後の居住先等の確保、就労移行・定
着に向けた支援、再発時への対応などを
切れ目なく行うためのネットワークを整
備し、関係機関が緊密かつ弾力的に連携
して対応する必要がある。

本計画におきましては、国が進めている「精神障害
にも対応した地域包括ケアシステムの構築」におけ
る構築推進事業・構築支援事業の取組を進めてお
り、長期入院されている方の地域移行支援や居住の
確保に関する支援、夜間休日において精神科医療機
関の受診が必要になった場合の相談窓口の運営等、
精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい
暮らしをすることができるよう、啓発や相談窓口の
周知を含め、庁内や地域の関係機関等と連携しなが
ら取り組んでまいります。
また、ひきこもり支援については、川崎市複合福祉
センター内に「ひきこもり地域支援センター」を新
たに開設し、児童、教育、労働などの様々な関係機
関が相互に連携のうえ、相談などの機能の充実など
を進めてまいります。

D

43

精神障害者の地域移行について、退院し
た方の生活を支える取り組みを、きめ細
かく、当事者の困り感に寄り添って進め
る仕組みを作る必要がある。

本計画におきましては、国が進めている「精神障害
にも対応した地域包括ケアシステムの構築」におけ
る構築推進事業・構築支援事業の取組を進めてお
り、長期入院されている方の地域移行支援や居住の
確保に関する支援、夜間休日において精神科医療機
関の受診が必要になった場合の相談窓口の運営等、
精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい
暮らしをすることができるよう、啓発や相談窓口の
周知を含め、庁内や地域の関係機関等と連携しなが
ら取り組んでまいります。

D

44

「精神障害者の退院促進」について、
「相談支援事業者の苦手意識」とある
が、「苦手意識」の記述は甚だ疑問であ
るので、書くのであれば他の言い方で記
載してもらいたい。

「精神障害者の退院促進」については、市地域自立
支援協議会精神障害者地域移行・地域定着支援部会
において「支援のすそ野を広げる」を目標に、連携
や人材育成、居住支援、社会資源をテーマに検討を
進めております。その中で、アンケート調査結果か
ら、地域移行支援の個別給付申請数の減少や、支援
を実際に行った事業所が一部に集中している、手続
きが判らないなど、支援のすそ野が広がっている状
況には至っていないことを把握しており、そのこと
を踏まえ、支援事業者の苦手意識として表現いたし
ました。
引き続き、地域移行・地域定着支援について、同部
会内で様々な事業所が取り組みやすくなるよう検討
を進めてまいります。

D
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

47

地域療育センターでＰＴ・ＯＴを受けて
いるが、18歳を過ぎると療育センターが
利用できなくなるので、継続したリハビ
リが受けられず、補装具が作れなくなる
と、とても困る。北部リハに通えるの
か、訪問リハを頼めるのか、不安なの
で、安心してリハを継続できるようにし
てもらいたい。

障害の特性や育ちの段階に応じた切れ目のない包括
的な支援体制を構築する必要がありますが、地域療
育センターで受けている支援がどのように継続して
いくかについては個別の対応となりますので、区役
所や相談機関に御相談ください。

E

48

「障害の疑いのある子ども」という表現
は、それ自体「障害がネガティブなも
の」という捉え方の現れであり、ノーマ
ライゼーションプランの理念にふさわし
くないのではないか。

本計画では「障害」自体をネガティブな要素として
捉えておらず、様々な個人の特性を踏まえ、その方
に応じた適切な支援を行うことなどにより、障害の
有無に関わらず共に地域で生活できる社会の実現に
向けた施策を推進することとしております。また、
「疑いのある」という言葉は、「本当かどうか」と
いう意味合いであり、「疑問」などと同様、特にネ
ガティブな要素を指し示す文言ではありません。

D

D45

精神障害については、2006年比で
222.2％と突出して増加した手帳所持者
率であるとともに、精神障害者手帳を所
持しておらず福祉サービス・医療等に浴
していない方が多数存在し、潜在化して
いるので、そうした実態を調査した上
で、支援サービス等へ的確につなげてい
くことが必要である。
また、重度障害者の認定について、身体
障害者の場合は手帳取得者数の約50％強
が１・２級の認定を、知的障害者の場合
は手帳取得者数の約40％がA1・A2級の
認定を受けているが、精神障害者の場
合、1級の数は約10％弱であるため、こ
の格差を是正し、精神障害者に対する経
済的支援が必要である。
（同趣旨ほか２件）

精神障害者保健福祉手帳の認定については、国通知
により定められており、本市においては、精神障害
者保健福祉手帳用診断書を提出された場合、複数の
精神保健指定医が判定基準に基づき等級を判定して
おります。また、精神疾患を有する方（患者調査）
と精神障害者保健福祉手帳の取得者数については、
数値的な違いがあるものの、手帳の所持について
は、精神障害のある方が、ご自身の希望により取得
されるものであり、他障害者手帳の取得や内容につ
いての比較は難しいものと考えております。
なお、手帳による福祉サービス等につきましては、
負担軽減について引き続き実施するとともに、制度
の概要や申請方法などについて分かりやすく周知を
行ってまいります。
また、個別支援につきましても、区役所地域みまも
り支援センターや障害者相談支援センター等の関係
機関が連携し、相談支援を実施してまいります。

（３）障害のある子どもの支援に関すること

地域療育センターについて待機期間が長
く通いづらいので、センターの増設やそ
の他サービス等の紹介機能などの解決策
を講じ、通いやすくなるようにしてほし
い。また、保育所や学校との連携を更に
進めてほしい。
（同趣旨ほか２件）

軽度の障害や発達に心配のある子どもに関する相談
や、保育園・幼稚園・学校等における対応件数が急
増しており、地域療育センターにおける待機期間の
長期化や関係機関への助言・支援機能の低下等の課
題があることから、各センターにおいて、診療回数
の増加、ソーシャルワーカーの初回相談と医師の診
察をできる限り同日に行うなど、評価、判定までの
待機期間の短縮に取り組んでいるところです。
今後につきましては、市内４か所に設置している地
域療育センターの支援機能を中重度の障害に重点化
するとともに、軽度・要観察の知的・発達障害のあ
る児童に対し、子ども発達・相談センターを整備す
ることとし、計画に記載します。また、引き続き、
保育所や学校などの関係機関との連携強化など、支
援の充実を図ってまいります。

D46
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49

障害児入所施設（医療型・福祉型）につ
いて、被虐待児が増えていることを踏ま
え、子どもと共に親（家族）の心のケア
にも対応してもらいたい。

地域療育センターにおいて、発達障害のある児童と
その保護者を対象とし、保護者の心のケアを含めた
取組として親子療育を実施しているところです。今
後につきましては、市内４カ所に設置している地域
療育センターの支援機能を中重度の障害に重点化す
るとともに、軽度の発達障害のある児童等に対して
は、子ども発達・相談センターを新たに整備するな
ど、子どもと親の心のケアを含めた支援の充実を
図ってまいります。

D

50

障害児入所施設（福祉型）の過齢児対策
が次回報酬改定まで現状維持となった
が、該当者にとって幸せでしょうか。自
立に向け、地域移行の施策を講じてもら
いたい。

障害児入所施設からの地域移行について、経過措置
の再延長がありましたが、本市におきましては、18
歳での障害者支援施設やグループホームなどへの地
域移行を促進するための取組を進めております。引
き続き、グループホームをはじめとした地域におけ
る生活の場の基盤整備を進めるとともに、利用者一
人一人の状態に応じた地域移行の促進に向け、必要
な取組を進めてまいります。

D

51

障害児入所施設（医療型・福祉型）は、
一時（いっとき）入所施設と位置づけ、
個別支援計画に将来のことを含めた「個
別将来計画」を作成し、関係機関を含め
たケース会議でその進捗を討議した上で
当該計画を見直すようにしてもらいた
い。
また、子どもが住んでいた地域との交流
を定期的に行うようにしてもらいたい。

障害児入所施設の利用児については、18歳での障害
者支援施設やグループホームなどへの地域移行を促
進するための取組を進めております。円滑な地域移
行の推進に向け、地域での将来的な生活を見据えた
入所施設での支援の実施等について、今後とも検討
してまいります。

D

52

障害のある児童の就学にあたり、障害の
程度を理由とした就学先の決定が行われ
ることがないよう、関係機関への周知徹
底を求める。
また、地域共生社会の実現に向けては、
地域での人間関係の構築や日ごろからの
共生が必要なので、小学校入学時点から
障害のある人もない人も同じ地域に暮ら
す市民であるという意識を育てるために
も、インクルーシブ教育を一日も早く実
現していただきたい。

就学先の決定については、学校教育法施行令第５条
に基づき、障害の状態、教育上必要な支援、地域に
おける教育体制の整備状況、その他の事情を勘案
し、川崎市教育支援会議での意見聴取を踏まえ、最
終的に教育委員会が総合的な判断を行っておりま
す。今後も、就学に関わる必要な情報を収集し、丁
寧な就学相談を通して合意形成に努めてまいりま
す。また、特別支援学校就学者については、共生社
会の実現に向けた居住地校交流等の必要な取組を進
めてまいります。

D

53

小・中学校の特別支援級に所属する児童
生徒が通常級の児童生徒からいじめに遭
うことがある。そして教員が適切に対応
できず問題が深刻化し、児童生徒の心身
に悪影響を及ぼし、不登校や引きこもり
につながっている。児童生徒の安全安心
な教育環境を整備するため、教員への障
害に関する知識習得の促進、学級運営を
支える仕組みづくり、研修の定期的な実
施、保護者や諸関係機関との連携強化な
どに積極的に取り組んでほしい。
同じく、教員による体罰がなくならな
い。障害や特性のある多くの子供が被害
に遭っており、学校は体罰を行った教員
を庇い、表沙汰にしたがらず、行為に及
んだ教員への処分は大変に甘いので、根
本的な解決につなげるための施策が必要
である。

これまでも、教職員に対しては、特別支援教育に関
する研修を実施しています。
特別支援教育にかかわる担当者だけでなく、特別支
援学級や特別支援学校の教員以外を対象とした研修
として、「初任者研修」、10年目前後の教員を対象
にした「中堅教諭等資質向上研修」に特別支援教育
の研修を設定しております。
教育的支援を必要とする児童生徒への理解と支援に
ついて研修を実施し、適切な指導が行われるよう
に、今後も研修内容の充実を図るとともに、体罰等
の不適切な対応への再発防止に取り組んでまいりま
す。

D

14



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
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54

施策３の７「家庭や地域活動への支援」
にあるファミリーサポートについては、
この書き方では課題なのかがわからない
ので、どういう理由で何をどう見直そう
としているのか、方向性を明示してほし
い。

ファミリーサポート事業の利用実績が少ない状況が
続いておりますが、これは、事業ニーズが少ないと
言い切れるものではないと認識しており、今後は利
用者・サービス提供事業者等の御意見も踏まえなが
ら、よりよいサービスの運用に向けてどのように見
直すべきか、調査・検証が必要なものと考えている
ところです。

D

55

施策３の７「地域の子育てグループなど
への専門的支援」「子育てに関する自主
的地域活動への支援」について、「連携
強化」「支援に取り組む」「取組を推進
します」などとあるが、具体的に何をし
ようとしているのかがわかりづらいの
で、もっとわかりやすく明示してほし
い。

「地域の子育てグループなどへの専門的支援」につ
きましては、地域療育センターや子育てグループの
主催者と連絡をとりあい、支援が必要な子どもや保
護者のグループ参加に向けて個別の状況に合わせた
支援を行うとともに、個別支援の充実に向けて、
様々な機会を捉えてグループの主催団体と顔の見え
る関係づくりを行ってまいります。
また、「子育てに関する自主的地域活動への支援」
として、地域子育て支援センターやこども文化セン
ター等において、子育て親子の交流の促進、子育て
情報の提供や相談支援などを通じて、子育ての不安
解消や子どもの健やかな育ちを支援しております。

D

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

56

親が元気なうちは近くの生活介護事業所
に通所してもらい、家で暮らすのが難し
くなれば、近くのグループホームで生活
するのが最善だと思う。現在、重度心身
障がい者を受け入れられるグループホー
ムはとても少ないので、増やしてほし
い。

障害のある方の生活の場を確保するため、各種補助
制度を運用するなど、グループホームの整備促進を
図っておりますので、今後も引き続き、この取組を
推進してまいります。また、重度障害のある方に対
応したグループホームの整備に向け、市有地の活用
なども含め、その手法について検討してまいりま
す。

B

57

「グループホームの基盤整備」について
「重度障害」との記載があるが、高齢化
をはじめ、重複の障害を持ち介護保険に
移行もできず、障がい制度もない「空
白」の期間を持つ、など様々な状況があ
る。それは当然「支援区分」で決まるも
のではない。

障害支援区分に関わらず利用が可能なサービスであ
るグループホームについて、整備や運営に対する支
援を引き続き行うとともに、重度障害のある方に対
応したグループホームについても、整備に向けた検
討を行ってまいります。

D

58

知的な遅れのない発達障害のある青年が
入れるグループホームがない等、当事
者・家族のニーズの多様化に対応できる
住まいの整備についても、市がより主導
的役割を果たすべきではないか。他の自
治体ではそのような例も少しずつ増えて
いると聞くので、まずはモデルとなる取
り組みを育ててほしい。

グループホームの整備等の各種施策を推進していく
ためには、多様化するニーズなどを捉えながら検討
していくことが必要であると考えております。
グループホームによっては空きがあるが、重度の方
には対応していないといった状況も確認しており、
こうした状況を踏まえ、本計画におきましては、行
動障害などの重度障害のある方に対応したグループ
ホームの整備を促進するため、その手法を検討する
等としております。

D

本市においては、グループホームに対して、入居者
への良質なサービス提供を実現するために必要な世
話人体制を確保することを目的に、市独自の加算を
設け運用しています。今後も、グループホームにお
いて安心して生活が送れるよう、様々な加算制度を
運用してまいります。

B59

グループホーム入居者の高齢化等に対応
し、発達障がいのある方やひきこもり圏
の方たちへの支援等にあたって、人員の
確保は必須であり、スタッフ体制の充実
が求められている。

（４）住まいの支援に関すること
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

60

共同生活援助（グループホーム）の設置
基準について、「共同」の意味を設置基
準に求めているが故に相部屋となってい
る。ワンルームの方が暮らしやすく、安
心な方も多いため、設置基準の見直しが
必要である。（サテライトの３年期限を
含めて）

居室の定員については１名とすることと規定されて
おりますので、原則として相部屋にはなりません
が、夫婦で居室を利用する場合等、利用者の希望を
踏まえて１つの居室を２人で利用することは差し支
えありません。なお、一軒家等を利用した共同生活
援助（グループホーム）の場合、複数の居室があ
り、それぞれの居室に1名ずつ入居することがあり
ます。
また、サテライト型住居については、入居してから
原則として３年の間に一般住宅等へ移行できるよ
う、他の障害福祉サービス事業者等との連携を図り
つつ、計画的な支援を行うものです。

D

61

現在グループホームを利用している方
も、高齢化・退行などが見られ、日中通
所できないことが増えているが、現在は
グループホームに日中世話人がいないと
いう理由で、無理にでも通所せざるを得
ない。
日中サービス型ホームの整備を確実にし
ていただき、ホーム利用者が毎日の通所
を義務化されず、本人の体調のペースに
あわせ、ホームでくつろぐ日を持てるゆ
とりをサービスとして提供できると良
い。

本市におきましても、日中サービス支援型共同生活
援助を行う施設を含め、重度障害のある方などに対
応したグループホームを整備するため、その手法を
検討してまいります。

D

62

グループホームの基盤整備を標榜するの
であれば、地域におけるグループホーム
建設反対運動等に対し、市として積極的
に理解を求める動きを取る旨、本計画に
盛り込んでほしい。

障害のある方が地域で安心して生活するためには、
市民全体で障害への理解を深めていくことが必要で
すので、今後につきましても、本計画に基づき、継
続的に障害への理解促進に向けた取組を進めるとと
もに、御意見の状況も参考にしながら、個々の状況
に応じて対応してまいります。

D

63

入所施設に対する期待は大きいが、施策
全体の観点から新設は難しい中、今後、
家庭や入所施設からの地域移行を目指す
上で、グループホームの役割はますます
大きくなる。一方、土・日曜日の利用が
出来なかったり、新型コロナウイルス蔓
延に伴い、一時的に家庭で引き取るなど
の対応を行った家庭もある。そのような
現実を踏まえた上で、「終の棲家」とな
りうるグループホーム運営の在り方の検
討・支援をお願いしたい。

障害者の重度化・高齢化に対応できる共同生活援助
については、平成30年度障害福祉サービス等報酬改
定時の国の検討において、事業所の従事者が24時間
の支援体制を確保し、相談や家事等の日常生活上の
援助と入浴等の介護を合わせて行うサービスが必要
とされ、「日中サービス支援型共同生活援助」の類
型が新たに創設されたところです。
本市におきましては、このサービスを行う施設を含
め、重度障害のある方に対応したグループホームを
整備するための手法を検討することとしておりま
す。

D

64

施設入所支援について、入所支援という
言葉のイメージとしては、施設事業者へ
の支援と受け取れるが、入所者目線での
支援となっているか。また、神奈川県が
県内全ての入所施設利用者の意思決定支
援と身体拘束ゼロの施策を国の方針に先
んじて取り入れているが、入所にあたっ
ては、家庭環境に十分配慮し、家族から
の聞き取りをしてもらいたい。

施設入所支援につきましては、利用者の意思および
人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス
の提供が重要であるため、ご家族とも連携し、利用
者の人権擁護に取り組んでまいります。

B

16



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

65
障害者専用の特別養護老人ホームの設置
を行うべきである。

本市では、市有地や県有地を活用した特別養護老人
ホームの設置運営法人の募集時において、市内の障
害者支援施設や共同生活援助の入居者で、特別養護
老人ホームでの支援がふさわしく、かつ移行を希望
する方を受け入れるため、高齢障害者について、定
員の１割程度を優先的に受け入れていただくことを
整備条件としています。整備実績としては、川崎区
境町地区、高津区久末地区、中原区井田地区に各
１ヶ所開設しており、今後につきましても新たな整
備を推進していきます。

D

66

高齢者施設の視覚障害者受け入れ体制に
関し、特別養護老人ホームやグループ
ホームの整備にあたっては、その施設設
備及び職員の技術が視覚障害者の入居に
対応できるものであることや、特別養護
老人ホームに希望者全員が入居できるこ
とについて、本計画に記載してもらいた
い。

高齢者施設の視覚障害者受け入れ体制に関しまして
は、川崎区日進町地区において整備中である複合施
設内で令和３年４月に開設予定の特別養護老人ホー
ム（名称：川崎ラシクル）におきまして、視覚障害
者の方でも安心して生活していただけるよう、プラ
イバシーに配慮した居室空間の確保や、視覚障害の
特性に応じた設備面での配慮がなされるよう設置運
営法人や整備事業者と連携しながら整備を進め、１
月末に竣工いたしました。
介護施設職員の技術につきましては、同じく川崎区
日進町地区の複合施設内で開設予定の総合研修セン
ターにおける福祉職員向け現任職員研修等におい
て、高齢者支援のみならず、障害者の特性や支援、
配慮すべきこと等に関する研修等を開催し、専門的
な人材の育成に努めてまいります。
また、特別養護老人ホームへの入居につきまして
は、川崎市特別養護老人ホーム入退居指針に基づ
き、公正で円滑なサービス提供に努めているところ
です。

D

67

住まいの確保について、多様な住まい方
ができることは頼もしいが、現実的に民
間のアパートを借りることは難しい。理
解促進と啓発活動も大切だが、実効性が
ないことには、「今、家がない」ことは
変わらない。

民間賃貸住宅への居住支援につきましては、川崎市
居住支援協議会において関係機関と連携した支援体
制を構築しており、同協議会の相談窓口である「す
まいの相談窓口」において、相談者の状況に応じ
て、市内不動産団体と連携し具体的な物件提供を行
う取組を実施しております。
今後も、障害に対する理解促進や周知啓発等によ
り、連携体制を強化し、障害のある方への入居機会
のさらなる拡充に向けた取組を推進してまいりま
す。

B

68
住宅改造への支援について、かわさき基
準（KIS）と連携し、福祉用具の開発や
普及促進などに取り組んでもらいたい。

川崎市障害児（者）日常生活用具給付等事業及び川
崎市障害者（児）補装具費支給事務等で給付を行っ
ている福祉用具について、必要に応じてかわさき基
準（KIS）と情報を共有しながら取組を推進してお
ります。
今後も引き続き、かわさき基準（KIS）と連携しな
がら、取組を進めてまいります。

B
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

71

市内、区内において医療的ケア児の把握
がされていない印象がある。また、医療
的ケア児を抱え、受けられるサポートを
探し、手続を行うことは大変である。
退院時に自宅訪問し、区内の医療的ケア
児の把握をするとともに、災害時、介護
者同士のコミュニティーの場の提供な
ど、横のつながりが充実するような活動
の充実を希望する。
区からの定期的な訪問や調整などを行う
ことで、児に適した療育、教育、就業へ
の援助などが可能となるよう願ってい
る。

本市では、令和２年７月に、医療的ケア児の実態把
握に向け、訪問看護ステーション467か所に医療的
ケア児の人数に関する調査を行い、在宅で生活され
ている方が90人おられることを確認したところで
す。
今後につきましては、支援ニーズの更なる実態把握
に向けた検討を進めるとともに、保健、医療、福
祉、教育等の医療的ケア児等の支援にかかわる行政
機関や事業所等を構成員とした川崎市医療的ケア児
等連絡調整会議において、関係機関と綿密に連携し
ながら、医療的ケア児等の支援の充実に向けて、検
討を進めてまいります。

D

川崎市医療的ケア児連絡調整会議の成果
が不明瞭であり、当事者へのフィード
バックが見えにくく、スピード感に欠け
ている。また、当事者が参加しないまま
で、現状における課題やニーズの検討が
行えるのか疑問である。メンバーに医ケ
ア児保護者など当事者や当事者団体を参
加させ、実施要項・メンバー・開催頻
度・議論の内容を公開することで、現実
的な課題解決につなげてほしい。
また、地域の実情に応じて支援のあり方
も変わるため、南部・中部・西部・北部
など、より身近な地域での協議を行うべ
き。
（同趣旨ほか２件）

医療的ケア児連絡調整会議につきましては、関係団
体や事業所の医師や看護師のほか、庁内関係部局の
行政委員等で構成し、地域における保健、医療、福
祉、教育等の医療的ケア児支援に関わる行政機関や
事業所等の関係機関のネットワークを構築した上
で、医療的ケア児の支援体制に関する課題の共有や
情報交換を行うとともに、地域の実情に応じた対応
策について協議することを目的として、平成30年度
から実施しております。今後につきましては、委員
の選定や地域の情報把握等に向けた部会の設置など
を含め、より効果的な協議の場となるよう開催手法
等を検討するとともに、当事者の方の支援ニーズの
把握等を踏まえた課題解決が図れるよう、医療的ケ
ア児等の支援の充実に向けた検討を進めてまいりま
す。

69

C70

（５）保健・医療分野等との連携に関すること

障害児に関する問題は様々な分野が関連
するため、組織横断的な対応を進めてほ
しい。特に、居宅訪問型の問題や、特別
支援学校などの教育の問題、母親の就労
支援などについても、部局の垣根を超
え、市全体の課題として解決に向けて取
り組んでもらいたい。
（同趣旨ほか１件）

医療的ケア児を含む障害児に関する課題解決にあ
たっては、障害福祉部門だけではなく、子どもや教
育等の様々な庁内関連部門と綿密に連携するととも
に、就労分野等も含めた多様な関連機関と調整しな
がら取組を進める必要があります。
そのため、今後につきましても、庁内関連部門と連
携しながら、川崎市医療的ケア児等連絡調整会議に
おいて関連機関を含めて様々な課題や対応策を協議
するなど、支援体制の充実に向けて取組を進めてま
いります。

B

本市では、医療的ケア児等の支援の充実に向け、保
健、医療、福祉、教育等の医療的ケア児等の支援に
かかわる行政機関や事業所等を構成員とした川崎市
医療的ケア児等連絡調整会議を開催し、様々な課題
や対応策を協議しております。また、「川崎市医療
的ケア児等コーディネーター養成研修」を実施し、
医療を要する障害児等の支援を総合的に調整する人
材の養成に取り組んでおりますので、こうした専門
的な人材を地域に配置することで、地域で安心して
生活できるよう施策の推進を図ってまいります。

D72

医療、福祉、教育、介護者（親）の就労
や社会参加などの多様な課題があるが、
福祉制度は非常に複雑であり、新たな事
業所を探す際なども含め、親が日常の看
護をしながら個別に調整するのは大変で
ある。在宅で生活する子どもに対する相
談支援体制が希薄なので、ライフステー
ジの変化にあわせて関係機関との連絡・
調整を行うなどの包括的な支援機関を創
設してほしい。
（同趣旨ほか２件）
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
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74

18歳以降、生活介護事業所の空きがない
と、家で常時過ごすことになるのかと不
安がある。介護の負担が増えてきている
中、できる限りは家で生活してほしい
が、ずっととなるとそれは難しい。
重度心身障がい者を受け入れられる生活
介護事業所を増やしてほしい。

重度の障害のある方が利用できる生活介護事業所が
不足している状況を踏まえ、計画的に整備を進める
必要がありますので、今後も「川崎市小規模生活介
護事業所整備事業補助金」を活用した整備を進める
とともに、「第２期障害者通所事業所整備計画」の
改定に向けて、整備促進の手法等について検討して
まいります。

B

75

ソレイユ川崎などで、重度心身障害のあ
る子どもを受け入れるショートステイを
利用したことがあるが、利用できても年
１回程度であり、なかなか空きがなく利
用しづらいので、気軽に利用できるよう
にしてもらいたい。また、親が急に入院
する際などにも利用できるようにしても
らいたい。

医療的なケアを必要とする障害児者の短期入所につ
きましては、市立病院３病院やソレイユ川崎等にお
いて受け入れを行っているところです。こうした医
療型短期入所の更なる充実のためには、看護人材や
福祉人材の確保をはじめ、様々な課題があるものと
認識しておりますので、今後におきましても、医療
的ケア児等の支援に関わる行政機関や事業所等を構
成員とした「川崎市医療的ケア児連絡調整会議」等
において検討してまいります。

B

ライフステージに応じた切れ目のない包
括的な支援を実現するため、支援の役割
が変わる場合の引き継ぎを円滑に行うと
ともに、補助金などによる人員確保に向
けた取組が必要である。
医療や教育等との連携を取る方法の一つ
として、「サポートノート」や「医療的
ケア児等医療情報システム」などがある
が、現状では活かせていないので、有効
な活用方法を周知してもらいたい。

本市では、特別な支援が必要な方への支援策とし
て、乳幼児期から成人期までのライフステージの各
段階において、支援者に対して情報を円滑に引き継
ぐことを目的に、障害のある方本人やその家族の方
が成育歴や障害歴等を記載する「かわさきサポート
ノート」の活用を進めてきたところです。また、教
育用サポートノートについて、学習指導要領の改訂
に併せて必要な見直しを行うとともに、保護者と小
学校との連携に活用しています。
今後につきましては、他機関との連携を円滑に進め
るためのサポートノート（かわさきサポートノー
ト、教育用サポートノート）の活用を一層推進でき
るよう、必要な取組を進めてまいります。
また、支援人材の確保に向けた取組についても、研
修などによる人材養成や加算制度等による運営支援
など、関係機関と連携しながら取り組んでまいりま
す。

B73

医療的ケア児の利用施設については、医療やリハビ
リに関する専門スタッフと、医療機器等を使用でき
る環境の確保が必要であるため、高度な専門性を有
する地域療育センターが中重度の障害のある子ども
の支援に重点的に対応できるよう、運営法人も交え
て、障害児支援体制の再構築に向けた調整を進めて
いるところです。放課後等デイサービス事業や日中
一時支援等のサービス提供体制についても、支援の
実情を踏まえた対応のあり方について検討してまい
ります。
また、わくわくプラザでは、特別支援学校に在籍し
ている児童についても、お住まいの通学区域の小学
校のわくわくプラザを利用することができます。障
害児等、特別な配慮を要する児童については、必要
な支援の内容を保護者や関係機関と相談し、必要に
応じてスタッフの増員などの対応をした上で受け入
れています。

B

医療的ケア児の受け入れが可能な放課後
等デイサービス事業や日中一時支援が不
足しているので、事業所の増設をお願い
したい。
また、医療的ケア児・重心児は移動が困
難であり、学校自体に学童の機能がある
ことが望ましいので、特別支援学校に
も、わくわくプラザのような施設整備を
お願いしたい。障害（児）福祉計画にお
ける「障害児の子ども・子育て支援等に
ついて」には、わくわくプラザの対象者
として「全ての小学生」との記載があ
る。
（同趣旨ほか２件）

76
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77

保育所における医療的ケア児の受け入れ
について、「令和２(2020)年４月現在
で７人の子どもを受け入れています」と
記載されているが、医療的ケア児が全体
で何人で、利用希望者が何人なのかを明
らかにしないと、十分なのか不足してい
るのかが表現できていない。
当事者側からすると不足しているので、
その課題認識を定量的に行ってもらいた
い。

本市では、令和２年７月に、医療的ケア児の実態把
握に向け、訪問看護ステーション467か所に医療的
ケア児の人数に関する調査を行い、在宅で生活され
ている方が90人おられることを確認したところです
が、今後とも、支援ニーズの更なる実態把握に向け
た検討を進めてまいります。
また、保育所における医療的ケア児の受け入れにつ
いては、他に重篤な症状がなく、主治医から集団保
育が可能と診断されている方を各区に１園ある公立
保育所センター園にて受け入れを行っています。
「川崎市教育・保育施設及び地域型保育事業に係る
利用調整基準」に基づき、利用調整の結果、入所内
定となり、健康管理委員会で入所可の判断が出たお
子さんは今まで全て入所しています。今後について
も他に重篤な症状がなく、集団保育が可能な医療的
ケアが必要なお子さんについては公立保育所セン
ター園で受け入れを行っていきます。

D

78

医療的ケア児への支援の充実に関して、
感染リスクが高いなど、集団保育が不可
の子どもでも両親が働く希望があり、保
育ニーズのある家庭がある。そのような
家庭に対しての施策を検討することを本
計画に記載してもらいたい。
東京都のいくつかの区では、居宅型児童
発達支援などを活用し、そういったニー
ズに対応している。

居宅訪問型保育事業は、地域型保育事業の１事業類
型として、児童の居宅において児童１人に対し、家
庭的保育者１人で保育サービスを提供する事業で、
障害や疾患等で既存の保育所等が利用できない児童
や、待機児童対策として実施している事業ですが、
本市内で認可している事業者はありません。居宅訪
問型保育事業を実施する際には保育内容の支援など
の役割を持つ連携施設を設定しなければなりません
が、障害児を保育する場合には専門的な支援を受け
られる施設の確保が必要であると定められているこ
とから、今後も引き続き、各区役所窓口等での直接
相談や電話等を通じて、保護者ニーズを確認すると
ともに、関係局等と連携しながら必要な保育の提供
に努めてまいります。
また、居宅訪問型児童発達支援につきましては、平
成30年における障害者総合支援法及び児童福祉法の
改正により創設されたサービスとなっており、これ
までの実績が０となっております。今後につきまし
ては、環境や時代の変化を踏まえ、適切なサービス
提供の実施について検討してまいります。

D

79

保育所に通うためには「集団保育が可
能」である必要があるが、医療的ケア児
は同年代より発達・発育ともに遅れを
とっている事が多く、集団生活には様々
なサポートが必要である。平成28年から
公立保育園７ヶ所で医療的ケア児の受け
入れをしているとのことだが、令和２年
４月時点で７名しか入園できていないと
いうことは、実際利用するには困難な症
例が多く、現実の要望と受け入れる側の
認識のずれを感じる。
医療的ケア児の受け入れの幅が広がるよ
う、各園の医療的ケア児受け入れに対す
るサポート体制の充実を希望する。

保育所における医療的ケア児の受け入れについて
は、他に重篤な症状がなく、主治医から集団保育が
可能と診断されている方を各区に１園ある公立保育
所センター園にて受け入れを行っており、「川崎市
教育・保育施設及び地域型保育事業に係る利用調整
基準」に基づき、利用調整の結果、入所内定とな
り、健康管理委員会で入所可の判断が出たお子さん
は今まで全て入所しています。
今後についても、引き続き、集団保育が可能な医療
的ケアが必要なお子さんについては公立保育所セン
ター園で受け入れを行うほか、公立保育所の建て替
えにあわせて各区１か所設置する「保育・子育て総
合支援センター」の整備に際しては保育所の医務室
を医療的ケアに対応したものとするなど、サポート
体制の充実に向けた取組を進めてまいります。

D

20



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

80

認可保育園の入園はランクによって決定
されているが、医療的ケア児ということ
での加点はなく、通常のランク評価にな
るため、入園の壁は高い。指定園でしか
受け入れができないのであれば、加点を
つけていただき、ランク評価時に調整が
必要である。
また、指定園以外の事業所内保育園に入
園できたが、２歳までの保育であるた
め、３歳以降の行き場がない。事業所内
保育園での継続保育、または、確実な受
け皿となる保育園の整備をお願いした
い。

医療的ケア児の保育所入所については、医療的ケア
が必要で、他に重篤な症状がなく、主治医から集団
保育が可能と診断されているお子さんについて、公
立保育所のセンター園で受け入れを行っています。
医療的ケア児の保育所入所の利用調整（入所選考）
については、今後、見直しについて検討してまいり
ます。また、受入施設の拡充についても検討してま
いりますが、３歳以降の事業所内保育事業での継続
保育については、個別の案件として御相談を承りま
す。

C

81

医療的ケア児への支援の充実に関して、
市立学校・特別支援学校においては、安
心・安全を過剰に掲げていることで、医
療的ケア児の受け入れが阻まれている。
2019年９月の東京都議会では、東京都
教育委員会が、「医療的ケア児の親の付
き添いを原則なしにする」という答弁を
行っている。川崎市においても、本計画
の中でその目標を明記してほしい。

本市では、市立田島支援学校に在籍する高度な医療
的ケアが必要な児童生徒への支援につきまして、学
校看護師を配置するとともに定期的に学校を巡回
し、医療的ケアの実施について指導する立場の医師
を委嘱して教育現場における安全な医療的ケアの実
施についての検証を行っているところでございま
す。今後、学校で実施する医療的ケアの安全性や医
療専門職と教員との協働等につきまして、検証の結
果を踏まえ、必要な取組を進めてまいります。

C

82

医療的ケアを必要とする子どもが、必要
なケアを受けながら、他の一般の児童と
同じように学習する機会を保障されるよ
う、人員配置や学校における合理的配慮
の提供を徹底していただきたい。
また、主治医の意見とは異なる判断が学
校で行われている現状もあるようなの
で、画一的な医療的ケア実施内容となら
ないよう、児童・生徒の特性をよく理解
する主治医の意見を尊重すべきである。

医療的ケアを必要とする児童生徒への学校における
医療的ケア実施については、児童生徒それぞれの主
治医からの指示書に基づき、その範囲内の医療行為
を学校看護師や訪問看護ステーションの看護師が校
内において安全に実施しております。今後は、令和
２年３月１６日付文部科学省からの「医療的ケア児
に関わる主治医と学校医等との連携等について」
（通知）を踏まえ、医療的ケア指導医等と児童生徒
の主治医が連携を図りつつ、学校における安全な医
療的ケアの実施に取り組んでまいります。

D

83

「安全で安心な医療的ケア」の概念が保
護者、医療者、教育関係者の中で相違が
見られ、付き添いの長期化やスクールバ
ス乗車不可という問題が起こっている。
医療的ケアは生活の一部であり、学校に
通うということも生活の一部であるとい
うことを教育関係者も理解し、学校だか
らできないではなく、歩み寄る姿勢が必
要である。原則的に障害の有無に関わら
ず単独通学を行うことを明記してほし
い。

学校での安全で安心な医療的ケア実施にあたり、保
護者との綿密な健康面での情報共有を行うととも
に、児童生徒の主治医からの指示書に基づき、保護
者の付き添いの協力をいただきながら、担当する看
護師及び教員が医療的ケアの引継ぎを行っておりま
す。引継ぎの期間については、一律に期間を定め
ず、個々の児童生徒の状況や学校の支援体制等を鑑
みて設けていくことが重要であると考えておりま
す。また、医療的ケア児の通学支援については、他
都市の取り組み事例を収集し、本市としてのあり方
について研究してまいります。

D

地域リハビリテーションの構築にあたっ
ては、障害者個々人をターゲットとし、
家族による相談や家族への支援なども含
め、医療・福祉サービス等を包括した
トータルプランを作成し、各専門職、家
族、ボランティア等がチームとして機能
する体制・システムを構築してもらいた
い。また、家族の高齢化が進む中、「親
亡き後」が喫緊の課題であるため、その
モデルプランとして幾つかのケースを例
示してもらいたい。
（同趣旨ほか１件）

医療と福祉の連携は、御本人の回復を支援するため
に大変重要な取組であるものと認識しております。
生活の場である地域で暮らすため、障害のある方が
主体的に、自らの自己実現に向けて様々なサービス
を利用し、自立して希望する生活ができることを目
指すことが大切と考えます。また、特にいくつかの
課題を同時に抱える方については、地域リハビリ
テーションセンターが相談支援機関をバックアップ
しつつ、総合リハビリテーション推進センターにお
いて連携モデルを検討していくこととしております
ので、いただいた御意見につきましては、今後の取
組において参考とさせていただきます。

C84
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

85

川崎市では高次脳機能障害に関する医療
拠点が不足しているように思う。高次脳
機能障害者に対する福祉施策には医療と
の連携が欠かせないため、障害の診断や
リハビリテーション、心理的な支援に対
する指示書の作成をすることのできる医
療拠点を充実してほしい。
また、高次脳機能障害に対応している医
療機関の一覧を作る、あるいは、医療機
関に対して定期的に高次脳機能障害に対
する研究会を実施するなどの働きかけを
してほしい。

高次脳機能障害に関する支援につきましては、市高
次脳機能障害地域活動支援センターを中心に、医療
機関をはじめ、県内の拠点施設である神奈川県総合
リハビリテーションセンターや県内関係機関と連携
し、引き続き、自治体間での情報共有や連携、研修
会の開催等に努めてまいります。

D

86

医療費のみで補えない費用も多いので、
保育園への入所ができず自宅対応となる
場合には、育児休暇手当のような生活費
の補助が受けられる制度の検討をお願い
したい。

本市では、医療的ケア児等の支援の充実に向け、保
健、医療、福祉、教育等の医療的ケア児等の支援に
かかわる行政機関や事業所等を構成員とした川崎市
医療的ケア児等連絡調整会議を開催し、様々な課題
や対応策を協議しております。引き続き、川崎市医
療的ケア児等連絡調整会議において、支援の充実に
向けた検討を進めてまいります。

D

87

医療的ケア児を在宅にて介護する場合に
おける、家事や兄弟児の対応などのサ
ポートの充実（家事代行システム使用に
対する補助や回数券）をお願いしたい。

本市では、医療的ケア児等の支援の充実に向け、保
健、医療、福祉、教育等の医療的ケア児等の支援に
かかわる行政機関や事業所等を構成員とした川崎市
医療的ケア児等連絡調整会議を開催し、様々な課題
や対応策を協議しております。引き続き、川崎市医
療的ケア児等連絡調整会議において、支援の充実に
向けた検討を進めてまいります。

D

88

県外の医療機関を利用し、難病指定など
を受けていない場合には、一時的に医療
費を支払う必要がある。限度額制限を使
用していても、頻回に入退院を繰り返す
場合などには高額になってしまう。例え
ば、区へ手続きした機関に限り、県外で
あっても乳児医療証が直接使用可能とな
るようなシステムがあると助かる。

医療証を使用して医療機関を受診した場合、診療報
酬等について、審査支払機関で審査の後、審査支払
機関から健康保険組合等及び川崎市へ医療費の請求
が行われます。市では県内の支払審査機関と審査及
び支払い事務に関する契約を行い、事務を委託して
いるため、県外の医療機関を受診された場合は、償
還払いによる手続きが必要となります。

E

病院と地域連携の仕組みづくりについ
て、「在宅療養連携ノート」は、利用者
の記載の負担が大きすぎる割には活用さ
れていない。記載や利用・共有がしやす
くなるように、紙ベースではなく、簡易
で正確かつ効率のよい情報共有の仕組み
を構築すべき。
（同趣旨ほか１件）

89
いただいた御意見につきましては、今後の川崎市在
宅療養推進協議会で検討する際に参考とさせていた
だきます。

D
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

90

福祉サービスの受け皿や人材が不足して
おり、事業全体がスムーズに稼働できな
いことの一因と考えられる。また、サー
ビス利用者にとって一番不安に思うこと
は、サービスの利用不可であったり、そ
の“質”に対する不安である。
そのため、福祉職の環境と賃金の改善、
それに伴う人材確保に向け、具体的な施
策を本計画に取り入れてもらいたい。ま
た、一つの考え方として、福祉施策の公
的な役割について、改めて考えていただ
きたい。

支援ニーズの増加や多様化が進む中、様々な障害特
性に対応した適切な支援が提供できるよう、障害福
祉サービスを担う人材を確保・育成していく必要が
あります。本市においては、各種スキルアップに関
する研修等により人材の育成を行うとともに、様々
な加算制度を運用して施設従事者の処遇改善に取り
組んでいるところです。
今後におきましても、研修等による人材育成や加算
制度等による人材確保・定着に努めてまいります。

D

91
男性ヘルパーも少ない。人材不足に対応
するため、市の研修を充実するなど、人
材確保の取組が必要である。

男性ヘルパーを含めた障害福祉サービスを担う人材
の確保に向け、各種研修の実施による人材養成に取
り組んでおります。令和３年度に開設予定の総合リ
ハビリテーション推進センター及び総合研修セン
ターによる新たな取組なども含め、引き続き、人材
育成に向けた研修の充実を図ってまいります。

D

92

生活介護における医療的ケアの提供につ
いて、痰の吸引やストーマ装具の交換等
については医療行為から外れてヘルパー
が対応出来るようになったので、介護を
担うヘルパーへの研修の充実を図るべき
である。
また、看護師も不足しているので、養成
を充実してほしい。

医療ケア従事者の養成については、ヘルパーなどの
市内介護職員向けに、痰の吸引等に関するスキル
アップ研修を実施するほか、医療的ケア児等の総合
的な支援の調整などを担う人材を確保するため、
「医療的ケア児等コーディネーター養成研修」を実
施しております。
今後につきましては、ヘルパーや看護師等の医療ケ
ア従事者について、スキルアップの機会を充実さ
せ、ケアの質と量の向上を図るための取組を進める
とともに、医療的ケア児等コーディネーターを適正
に配置するなど、医療的ケアを必要とする方への支
援の充実に向けた人材育成に努めてまいります。

B

川崎市では精神障害者のみを対象として
ピアサポートを行っているが、身体障害
を含む全ての障害に対応すべきなので、
相談員をピアサポーターとして養成す
る、障害者団体にピアサポート事業を委
託するなど、取組の充実を図るべきであ
る。
（同趣旨ほか２件）

精神障害者を対象とするピアサポーター事業と、身
体・知的障害者を対象とする相談員事業は、制度の
成り立ちの違いから名称は異なるものの、どちらの
事業も、障害をお持ちの方が同じ立場で相談を受け
るという事業であり、その主旨と役割に大きな違い
はありません。
今後につきましても、養成研修の実施などを通じ
て、本事業の充実に努めてまいります。

（６）人材の確保・育成、多様な支え合いに関すること

94

D93

障害者社会参加推進センターでは、様々な障害者当
事者団体・保護者団体等が集まり、各団体の紹介や
災害時の対応についてのパンフレットを作成するな
ど、障害に係る普及啓発活動を行っております。今
後におきましても、団体の一覧の作成も含め、さら
なる障害に係る普及啓発に努めてまいります。

D

家族が当事者団体につながりたいと思っ
た時に、どこにどんな団体があり、どん
な活動をしているかの情報収集が難しい
ため、市内で活動している当事者団体が
一覧になったマップなどを制作するとと
もに、当事者団体等を支援する取組を強
化してほしい。
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
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95

「多様なボランティア団体等への支援」
について、書かれていることは全面的に
賛成だが、具体的な取組の内容と頻度も
明示してほしい。また、活動分野が重複
しているコミュニティ推進部やかわさき
市民活動センターと連携した取組を強化
してほしい。

「多様なボランティア団体等への支援」の「③今後
の取組」欄については、本市の役割として、ボラン
ティア団体等が活動しやすい環境づくりに関する記
載をすべきところ、人材確保の取組と混在したわか
りにくい表現となっていましたので、本市の役割を
整理した上で、その取組内容について適切な表現に
改めます。
また、コミュニティ推進部やかわさき市民活動セン
ターとは、これまでも定例的な会議による情報共有
を図るとともに、セミナーの共催やボランティア募
集冊子「ボラ・ナビ」を共同で発行するなど連携を
進めているところであり、今後につきましても、連
携を強化してまいります。

A

96

ボランティアを希望する学生はたくさん
いるので、産学連携として、大学生ボラ
ンティアを組織的に受け入れる仕組みづ
くりをお願いしたい。

福祉に関するボランティアの活用については、川崎
市社会福祉協議会が設置したボランティア活動振興
センターにおいて、ボランティア参加希望者に対す
る情報提供や、希望する学生の受入調整を行ってい
ます。本市は同センターの運営を支援するととも
に、定例的な会議による情報共有を図ることなどに
よって連携しておりますので、今後とも引き続き、
ボランティア活動の振興を推進してまいります。

B

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

97
就労定着を進めるためには、就労する方
の生活上の支援が大変重要である。

企業で働く方の生活上の支援については、平成３０
年度に就労定着支援事業所が設立され、企業・福
祉・医療等の関係機関との連絡調整や働いたことで
生じる生活の相談など、必要な支援を行っておりま
す。また、地域就労援助センターにおいても同様の
支援を行っております。

D

98

障害者の就労継続を支援する観点から、
企業内にジョブコーチを配置できるよう
に、川崎市としてジョブコーチの養成事
業を実施すべきである。

ジョブコーチ（職場適応援助者）養成研修は、国の
事業となっており、（独）高齢・障害・求職者雇用
支援機構など、厚生労働大臣が定める研修を行う民
間の研修機関において実施されています。
本市では、企業が障害のある従業員の特性を理解
し、効果的なサポートや配慮の提供が行えるよう、
平成３１年に「企業応援センターかわさき」を設立
するとともに、就労支援機関と連携しながら雇用企
業への支援を進めています。また、ハローワークや
神奈川県と協力し、「精神・発達障害者しごとサ
ポーター養成講座」など、障害者雇用の理解促進に
向けた企業セミナーを開催しています。

D

99

雇用・就労・経済的自立の促進に関し、
就労に向けた知識や技能を習得させ、経
験を積んだうえで就労につなげる「チャ
レンジ雇用」について、その就労先を一
般企業だけにするのではなく、市役所で
の雇用にもつなげていけるよう取り組ん
でもらいたい。
また、一般企業にあるような、特例子会
社のような雇用の場を、市役所内にも
作ってもらいたい。

令和２年４月に策定した「障害者活躍推進計画」に
おいて、会計年度任用職員としてステップアップす
る事例を増やしていくと明記しており、取組を進め
てまいります。また、「川崎市働き方・仕事の進め
方改革推進プログラム」の障害者雇用の拡大の中
で、ワークステーション設置について検討するとし
ており、検討の際の参考とさせていただきます。

C

（７）雇用・就労・経済的自立に関すること
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

100

休職中の方から通所希望の相談があった
が、川崎市の判断で受給者証が発行され
ず、利用契約には至らなかった。「リ
ワークプログラムはデイケアや企業が行
うもの」との見解かと思うが、それでは
充分な支援が受けられない。横浜市や東
京都の他、多くの自治体では問題なく受
給者証が交付されており、川崎市で受給
者証の発行がされなかった方は、こうし
た近隣自治体の就労移行支援事業所への
通所になっている。
なぜ川崎市では受け付けてもらえないの
か甚だ疑問に思っており、他の自治体と
足並みを揃える意味でも、また、川崎市
の掲げる方針を実現するためにも、条件
の緩和を切にお願いしたい。

一般就労している障害のある方が休職した場合の就
労系サービスの利用については、国発出の事務連絡
において、次の①から③のいずれも満たす場合に利
用可能とされています。①当該求職者を雇用する企
業、地域において就労支援機関や医療機関等による
復職支援の実施が見込まれない場合または困難であ
る場合。②休職中の障害者本人が復職を希望し、企
業及び主治医が復職に関する支援を受けることによ
り復職することが適当と判断している場合。③休職
中の障害者にとって、就労系サービスを実施するこ
とにより、より効果的かつ確実な復職につなげるこ
とが可能であると判断した場合。
なお、本市においては、国の事務連絡に基づき、上
記①～③の要件をいずれも満たした場合に利用可能
としていますので、休職者が誰でも利用できるもの
ではありません。また、個々の状況は多彩であるた
め、状況により個別に判断しています。

E

101

昨今、書類の電子化が進む中、契約書や
その他の書類を対面で行っているが、体
調不良やコロナ禍の影響で事業所に足を
運べないケースが増えて来るかと思うの
で、手続きの効率化を図る観点からも、
今後は電子契約による利用契約を可能に
していただきたい。（就労移行支援事業
所からの御意見）

就労移行支援事業所等の障害福祉サービスは、関係
法令及び本市の条例に基づき行われているところ、
現在、関係法令、条例におきましては電子契約の規
定はありません。個人情報の取扱いなどのセキュリ
ティの確保等も必要であり、国において検討が進め
られていることから、国の動向を注視してまいりま
す。

D

D102

中途視覚障害者について、職場復帰や新
たな就労のための相談やリハビリテー
ション、企業の理解と視覚障害者用事務
処理機器の導入、職場介助者、ジョブ
コーチ、通勤支援などを組み合わせた総
合的な支援をワンストップで行う仕組み
が必要なので、本計画に明記してもらい
たい。また、このためには、相談機関と
公共職業安定所、障害者職業能力開発施
設等との連携を密にする必要があるの
で、そのことについても記載してもらい
たい。
（同趣旨ほか１件）

中途障害者の職場復帰や新たな就労のための支援に
ついては、ハローワークや地域障害者職業センター
が行う就労支援や助成金、障害者職業能力開発校で
行われている職業訓練、市町村で行われる各種の障
害福祉サービス等があり、障害のある方や企業が必
要な支援を選択して行われることになっておりま
す。
川崎市においては、生活や障害福祉サービスの利用
に関する相談は区役所及び障害者相談支援センター
が、就労に関する相談は地域就労援助センターが
行っております。また、視覚障害者については、視
覚障害者情報文化センターにおいて、生活訓練及び
相談を行っており、個々の相談の状況に応じて、関
係機関が連携して支援を進めています。引き続き、
障害者就労支援ネットワーク会議などの場を通じて
情報共有等を行い、関係機関の連携強化に取り組ん
でまいります。
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

105
障害者差別解消法を適正に運用していく
ための相談窓口として、障害者１１０番
を復活してもらいたい。

障害者差別解消法に関する相談窓口については、市
職員に対するものは当該対応を行った部署が、民間
事業者に対するものは、法令等により権限を持つ行
政機関がそれぞれ対応することとなっております。
また、相談先が分からない場合は、各区地域みまも
り支援センター、地区健康福祉ステーション及び健
康福祉局障害計画課が窓口となり相談に応じるとと
もに、市ホームページにおける広報やチラシの配布
等により、障害者の差別解消に関する相談方法など
について周知しております。
今後につきましても、きめ細やかな相談に応じられ
るよう、取組を推進してまいります。

D

（８）権利を守る取組に関すること

障害者差別解消法に関し、なぜ市として
の調整委員会を設置しないのか。地域協
議会での議論の内容も伝わってこない。
障害者差別解消法は、社会の中で起きて
いる差別を明らかにし、それに関わる合
理的配慮を社会の中に積み上げる役割が
ある。「障害に対する差別の禁止と偏見
の解消」について、より明確に打ち出し
てもらいたい。
また、小学生や中学生に対して、現行の
「こころの健康」に「こころの病気」を
加え、精神疾患・精神障害への差別・偏
見の解消につながる教育をお願いした
い。
（同趣旨ほか１件）

障害者差別解消に資する取組として、制度内容や相
談窓口等を記載した啓発チラシや障害の種別ごとの
特徴やサポートの方法等を記載した「障害のある方
へのサポートブック」を作成し、区役所や関係機関
で配布するとともに市ホームページに掲載してお
り、また、市職員等への差別解消法に関する研修も
実施しております。さらに、障害者差別解消支援地
域協議会においては、地域における関係機関等との
ネットワークの構築や、関係機関等が対応した相談
事例の共有、障害者差別解消に資する取組の共有・
分析、情報交換等を行っており、会議録については
情報プラザにて公開しております。
なお、こころの病気については、小学生を対象とし
た福祉副読本に掲載し、普及啓発の取組を実施して
おります。
今後とも障害への理解促進及び普及啓発に向けた取
組を推進してまいります。

D104

障害を理由とする差別解消に関する条例
を制定すべきである。
（同趣旨ほか２件）

本市の障害者施策審議会において、「条例化よりも
具体的な取組の充実が重要である」との当面の結論
が出されたことなどを踏まえ、障害者差別解消法の
趣旨にのっとり、本市職員向けの対応要領の策定及
び研修等を通じた周知徹底を図るとともに、市内事
業者や市民等に対しては、啓発物の配布や市ホーム
ページ等による広報の取組を行っております。
また、障害のある方への理解を深めることや、合理
的配慮を求められた際の対応方法等について施設管
理者等へ周知啓発することを目的として、具体的な
事例等を掲載した「障害のある方へのサポートブッ
ク」を市内公共施設へ配布しております。
今後とも、障害の有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重しあいながら共生す
る社会の実現に向け、具体的な取組を推進してまい
ります。

D103
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

106

「障害者は犯罪行為をする可能性が高い
人である」という差別や偏見をなくすた
め、孤立、社会的排除、虐待・貧困など
の社会構造的な問題を解決しなければな
らない。これは川崎市における部署横断
的な課題として取り組む必要がある。 
一方、権利擁護の観点で、被疑者となっ
た障害当事者が、裁判の段階で警察官・
裁判官・検察官・弁護士の誰にも障害の
存在にすら気付いてもらえず、不利益な
判決に結び付くケースも多いと聞く。一
言で言うと「合理的配慮の欠如」であ
る。一般に向けた取り組みだけでなく、
上述のような専門職への普及啓発活動に
も力を入れる必要がある。

犯罪は様々な原因や契機により生じるものと考えら
れるため幅広い対策が必要ですが、障害者差別解消
法に関する普及啓発については、制度内容や相談窓
口等を記載した啓発チラシや障害の種別ごとの特徴
やサポートの方法等を記載した「障害のある方への
サポートブック」を作成し、区役所や関係機関で配
布するとともに市ホームページに掲載しており、ま
た、市職員等への研修も実施しております。さら
に、専門職への普及啓発活動について、法務省にお
いては検察官に対する研修等において福祉的支援の
必要性を的確に把握するための講義を実施している
ほか、神奈川県弁護士会においては神奈川県社会福
祉士会と連携して、障害等で福祉的支援が必要と思
われる被疑者等の更生支援を行っていると承知して
いるところです。本市においても、検察庁等を含め
た関係機関・団体の代表者で構成される「川崎市再
犯防止推進会議」において、本市の障害者に関する
取組等についても情報提供を行うとともに、「川崎
市再犯防止推進計画」に基づき、障害者も含め、全
ての市民を対象とした再犯防止のための取組を計画
的に進めてまいります。

D

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

107

心のバリアフリーに関して、平成２９年
２月に閣議決定された、「ユニバーサル
デザイン２０２０行動計画」の趣旨を記
載し、その推進を図るべきである。

第３部１「障害者制度改革の進展」に、ユニバーサ
ルデザイン２０２０行動計画の名称及び趣旨を追記
いたします。
なお、こうした国の動きなどを踏まえ、本市では、
施策９として、心のバリアフリーに関連する取組を
推進してまいります。

A

108

心のバリアの解消に関し、障害特性の理
解など、市民への公報、福祉教育を着実
に進めることについて、本計画に記載し
てもらいたい。

心のバリアの解消に向けた取組について、本計画に
おいては施策９「心のバリアフリー」として掲載し
ており、「かわさきパラムーブメント」の推進や、
地域や教育の場における障害の理解促進及び普及啓
発に取り組んでまいります。

D

109

インクルーシブ教育の概念をもとに、障
害の有無に関わらず全ての児童・生徒が
地域で共に学ぶことが原則であり、その
権利が保障されるべき。
特別支援学校への就学を余儀なくされた
児童・生徒については、居住地にある学
校こそが原籍であり、特別支援学校が副
次的な籍であるべき。

平成24年に文部科学省より示された「共生社会の形
成に向けたインクルーシブ教育システム構築のため
の特別支援教育の推進（報告）」により、インク
ルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学
ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズの
ある幼児・児童・生徒に対して、自立と社会参加を
見据えて、その時点で、教育的ニーズに最も的確に
応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整
備することが重要であるとの考えの下、本市では、
小・中学校における通常の学級、通級による指導、
特別支援学級、特別支援学校といった連続した学び
の場を整備し、個々の幼児・児童・生徒の教育的
ニーズに応じた教育を実施しております。

D

（９）心のバリアフリー、社会参加の促進に関すること
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

110

市立特別支援学校に在籍する児童・生徒
全員に対し、居住地校の学籍を持たせる
べきである。また、県立学校に在籍する
児童・生徒については、県との協議が必
要であれば早急に協議を行い、市立学校
の実施内容に追従させるべきである。
東京都においては、都立特別支援学校に
在籍する児童・生徒は居住地校の副次的
学籍を持っているので、川崎市において
も実施してもらいたい。なお、副次的学
籍を持つこと自体で大幅な制度改革を要
したり、学校運営上の支障が発生するこ
とは考えにくいので、令和３年度から実
施すべきである。

本市では、これまでも特別支援学校に在籍する児童
生徒と居住地校に在籍する児童生徒との交流及び共
同学習の推進については取り組んでまいりました
が、今後は、副次的学籍制度を含めた特別支援学校
と居住地校の交流及び共同学習の更なる充実のた
め、他の自治体の取組について情報を収集し、神奈
川県教育委員会とも情報共有を図りつつ研究を進め
てまいります。

D

111

居住地校における交流・共同学習が、居
住地校の生徒にとっての福祉教育であっ
てはならない。生徒は福祉教育の教材で
はないので、目的を見誤ることのないよ
う、支援学校生徒の人権についても正し
く理解したうえで計画をたてるべき。
また、居住地交流や共同学習の進め方に
ついては、個別の検討事項が多いので、
一律に運用ルールを定めるのではなく、
協議が完了した学校から随時開始するな
どの柔軟な運用が適している。交流や交
流学習の要望の高い児童・生徒から先行
して取り組み、課題を洗い出しながら全
市に拡大できるルールに見直していく方
法が合理的である。

特別支援学校に在籍する児童生徒と居住地校の児童
生徒との交流及び共同学習については、それぞれの
児童生徒が、授業内容が分かり学習活動に参加して
いる実感・達成感を持ちながら、充実した時間を過
ごしつつ、生きる力を身に付けていけるかどうかが
本質的な視点となるような学びの機会として位置付
けております。交流及び共同学習の実施機会や内容
等については、教育課程や個別の指導計画に示し、
計画的かつ個別性を考慮して実施する必要がありま
すので、引き続き、交流及び共同学習のあり方につ
いて研究を進めてまいります。

D

112

川崎市では成人式を毎年二つ開催し続け
ており、「障害のある人もない人も、お
互いを尊重しながら共に支え合う」とい
う理念を確認しあう場にもなりえる大切
な機会を失い続けている。川崎市はこれ
からも分断した「成人の日を祝うつど
い」を許容しながら、「自立と共生の地
域社会の実現」を進めていくのか。特別
支援学校や特別支援学級など、幼いうち
から母子・父子ともに生活してきた分断
された環境から一歩踏み出すことは困難
だと思うが、そこでは楽しく、安心して
生きられても、そこでしか生きられない
人生を子どもに強要することになってし
まう。

「心身障害者成人を祝う会」は、市内の特別支援学
校及び心身障害児者親の会などで構成された実行委
員会が主催しており、川崎市が主催する「成人の日
を祝うつどい」への参加・不参加に関わりなく、参
加を希望する方が集まり、ともに成人を祝い、励ま
すことを目的として開催されています。「成人の日
を祝うつどい」と「心身障害者成人を祝う会」は、
どちらか一方に出席するか選択するものではなく、
二十歳を迎えた障害のある方であれば、どちらにも
参加することができ、片方だけを選んで参加いただ
くことも可能としております。

D

113
中部リハビリテーションセンターに障害
者スポーツ文化施設の設置を復活させる
べきである。

中原区井田にあるリハビリテーション福祉センター
のスポーツ施設については、当センターの附属施設
として、健康づくりや社会参加の場として御利用い
ただいているところです。
附属施設の体育館及びプールについては、現行の機
能を継続した考えが基本となりますが、老朽化を踏
まえ、機能改善を含めた大規模修繕等を実施してま
いります。

D

28



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

114
障害者スポーツ文化施設の設置を推進す
べきである。

身近な施設である各区のスポーツセンターを拠点と
して、障害のある方が安全安心にスポーツを楽しむ
ことができるよう、各施設の指定管理者に対して、
障害の状況等に応じた合理的な配慮を行うことにつ
いての周知徹底や、初級障害者スポーツ指導者養成
講座の施設職員の受講による障害者スポーツへの深
化、また、利便性の向上を図るためのバリアフリー
化の推進などの環境整備を進めております。
今後につきましても、障害のある方がスポーツを楽
しめる環境づくりを進めてまいります。

D

116

スポーツや芸術だけでなく、社会参加の
場所を確保する観点から、障害者の癒し
や休息をする場所として、障害者保養所
や市民休暇村の設置を計画するべきであ
る。

障害者保養所のつつじ山荘は、利用状況の低迷が続
いたことや、宿泊設備の老朽化、社会環境の変化な
どを踏まえ、平成22年度末に廃止したものです。
国による宿泊施設バリアフリー化促進事業等もあ
り、民間宿泊施設のバリアフリー化が進んでいる状
況もありますので、本市でも「かわさきパラムーブ
メント実践店」として、それらの施設を紹介するな
ど配慮してまいります。

D

117

当事者や家族の立場からすると、障害者
スポーツ、バリアフリー上映会、文化芸
術活動などについて、どうすればその情
報にアクセスできるのか全くわからな
い。 また、当事者単独で行けないケース
が多く、付き添いが必要であるが、家族
は多忙で、移動支援サービスは高校生以
上でないと利用できない。また、高校生
以上でもヘルパー不足で利用できない。
場を企画するだけでなく、どうすれば当
事者の社会参加の促進につながるかを総
合的に考えて施策に落とし込む必要があ
る。

障害者スポーツや文化芸術活動については、本市や
各主催者のホームページ・チラシ等で広報しており
ますが、今後においてもさらにアクセスしやすい広
報媒体を検討するなどの取組を進めてまいります。
またあわせて、移動支援事業において、事業所数等
の不足によりサービス利用ができないという課題を
認識しておりますので、今後は単位改正等、事業の
見直しを検討してまいります。

D

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

118
障害者が一人でも移動できるよう、バリ
アフリー化を推進してもらいたい。

本市では、市内の各鉄道駅周辺においてバリアフ
リー基本構想等を策定し、各鉄道駅から多くの市民
が利用する官公庁や福祉施設等までの主要な経路の
バリアフリー化を推進しています。また、公共交通
機関においても、鉄道駅におけるエレベーターや
ホームドアの整備、路線バスにおけるノンステップ
バス（低床車）の導入等に取り組んできたところで
す。
今後につきましても、基本構想等に基づき、誰もが
安全、安心、快適に移動し、生活できるよう、事業
者と連携した取組を進め、ハード・ソフト両面での
一体的なバリアフリー化を推進してまいります。

B

（１０）バリアフリー化に関すること

読書バリアフリー法の趣旨を踏まえ、対
面朗読の普及、大活字本の充実、電子書
籍サービスの導入など、視覚障害者向け
のサービス充実のため、視覚障害者情報
文化センターのほか、公共図書館を有効
に活用する方向性を明示してもらいた
い。
（同趣旨ほか１件）

読書バリアフリー法については、今後とも国の動向
を注視しながら、視覚障害者情報文化センターにお
いて点字図書・音声図書等を充実させるとともに、
視覚障害者以外の障害をお持ちの方へも御希望に応
じて適切に対応してまいります。

D115
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119

側溝の蓋にある穴により怪我をする事例
が多数あるため、その穴をなくすように
条例で義務付けるべきである。
また、グレーチングの溝について、３０
ミリのものを１０ミリ以下にしてもらい
たい。

歩道のグレーチング蓋については、原則として、新
設および改築にあたり、「川崎市移動等円滑化のた
めに必要な道路の構造の基準に関する条例（平成２
４年川崎市条例第８８号）」で定められた基準に基
づき、「つえ、車椅子のキャスター等が落ち込まな
い構造の溝蓋」として、溝幅１０ミリメートルの細
目タイプを使用しております。
また、車道のグレーチング蓋については、路面排水
機能の確保を重視し、溝幅３０ミリメートルの普通
目タイプを使用しております。側溝蓋の穴について
は、維持管理上、必要な構造であり、歩行者の通行
状況等に応じて、溝穴を埋めるカバーを設置してい
る場合もあります。

D

120

商店街などの歩道の商品等の撤去につい
て、「川崎駅東口周辺道路適正利用推進
会議」により対策案を検討しているが、
進展していない。
本計画でこの件を明記した上で、早急に
条例を制定するべきである。

商店街などの歩道の商品等については、定期的に所
管警察署と連携して指導を行っております。特に、
歩道上に置看板、商品等が多い川崎駅周辺について
は、平成26年２月に「川崎駅東口周辺道路適正利用
推進会議」を設置し、商店会や警察、関係部署と連
携した指導等を実施しており、一定の効果があった
ものと考えております。今後も.引き続き、関係機関
等と連携して、歩行空間の安全確保に向けた取組を
推進してまいります。

D

121

東京都の公園ではユニバーサルデザイン
の遊具が設置されており、障害のある子
もない子も一緒に遊べるようになってい
る。そうした自然な遊びが子どものうち
からあれば、障害があっても受け入れら
れる人が増え、差別解消にもつながると
思うので、川崎市の公園にもユニバーサ
ルデザインの遊具を設置してほしい。

川崎市都市公園条例に基づき、公園施設のバリアフ
リー化を推進しているところですが、ユニバーサル
デザインの遊具の設置については、地域課題や地域
ニーズ等との調和を勘案しながら、地域での交流の
機会の増加に向けて調査研究してまいります。いた
だいた御意見は、今後の取組の参考とさせていただ
きます。

C

122 D

点字ブロック等の公共のバリアフリー化
については、個別具体的な地点における
設置にあたり、視覚障害者当事者の意見
を予め傾聴する仕組みを制度化すること
について、本計画に記載してもらいた
い。また、音響式信号機、エスコート
ゾーンの設置促進の方針を明示してもら
いたい。
（同趣旨ほか１件）

本市では、日常生活で利用する駅やその周辺を対象
とした「バリアフリー基本構想」や「バリアフリー
推進構想」にて位置づけられている重点整備地区を
対象に、障害のある方や高齢者等の移動等の円滑化
に向けた取組を行っているところです。
点字ブロックの設置に関しては、個別に御要望をい
ただいた箇所につきましては、設置の経路や必要可
否を含めた検討を行い、必要に応じて障害者の方と
実際に立ち会いながら、個別に対応させていただい
ております。また、音響式信号機、エスコートゾー
ンの設置に関しましては、所管が交通管理者となる
ことから、個別箇所の要望につきましては交通管理
者へお伝えいたします。
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NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

123

災害時要援護者避難支援制度は、町内
会、自治会の自主防災組織や民生委員に
委ねられているが、現状ではほとんど機
能していない。
民生委員に支援員・補助員を数名つけて
活動できるようにするほか、自主防災組
織の活動に対する支援や助成の充実を図
るべきである。

災害時要援護者避難支援制度については、令和元年
東日本台風において多くの地域で有効に機能しな
かったことを踏まえ、支援者と登録者の双方で適切
な避難行動を共有できる仕組みが必要です。そのた
め、通所施設等における災害時個別避難計画の作成
の推進や、緊急時におけるショートステイの積極的
な活用等により、事業者・支援者・行政等が早い段
階から連携を取り、的確な避難行動を促す仕組みづ
くりの検討を進めてまいります。

D

124

以前、職場の研修会で、「避難所につい
ては特別養護老人ホームを含めて検討」
と伺っているが、家の近くにはなく、徒
歩圏内では介護付き優良老人ホームにな
る。車いすで大荷物での避難なので、徒
歩圏内にある介護付き優良老人ホームで
受け入れてもらえると助かる。できれ
ば、区役所にも避難させてもらえるとあ
りがたい。また、配慮スペースはぜひ欲
しい。

災害時の避難体制につきましては、災害時要援護者
避難支援制度の登録勧奨を進めつつ、災害時の個別
避難計画の作成を推進します。また、各入所施設に
おける緊急時のショートステイの活用を図るなど、
事業者・支援者・行政等が早い段階からの連携をと
ることで、的確な避難行動を促す仕組みづくりを検
討してまいります。
避難先につきましては、約180か所の一次避難所全
てに、高齢者・障害者等専用の避難スペース設置の
取組を進めるとともに、より実効性のある二次避難
所の開設運営に向けた取組を進めてまいります。

D

125

災害時に医療的ケア児を受け入れてくれ
る避難所が分からず不安である。ケアに
電気が必要で移動も困難な医療的ケア児
の避難計画を総合的・現実的に真剣に検
討し、周知してほしい。

発災時における医療的ケア児・者への対応として、
必要な療養を続けられる環境の整備について検討を
進め、人工呼吸器などを使用する医療的ケア児・者
が、停電時にも必要な電源を確保するための仕組み
を創設します。また、協定を締結した社会福祉法人
等と協議を進め、より実効性のある二次避難所の開
設運営に向けた取組を進めてまいります。

B

126

災害時には、近隣で医療的ケア児や障害
児などが優先的に避難できる広域避難場
所などを設置し、医療者、医療物資など
が速やかに到着するようなシステムづく
りが必要である。
大規模災害時の避難場所は多数あるが、
災害弱者となる障害児やケア児、高齢
者、妊婦などが様々な場所にいると、救
助する側も時間を要するため、集約する
ことで、速やかな対応が可能となると考
えられるため検討をお願いしたい。

要援護者が避難行動に移れるよう、全市約180か所
の一次避難所全てに、高齢者・障害者等専用の避難
スペース設置の取組を進めます。また、本市との間
で協定を締結した社会福祉法人等と協議を進め、二
次避難所における備蓄物資の整備や開設訓練等を通
じて、より実効性のある二次避難所の開設運営に向
けた取組を進めてまいります。

B

（１１）災害・緊急時対策に関すること

127

避難所における情報障害者への配慮事項
(視覚障害者・聴覚障害者への情報伝達方
法、手話通訳者等の派遣、間仕切りなど
の環境整備等)について、本計画に課題と
して明記してもらいたい。
（同趣旨ほか１件）

避難所運営マニュアル「地震災害対策編」において
は、「情報伝達に配慮が必要な人への対応検討」と
して、避難者等のうち情報伝達に配慮が必要な人を
確認し、情報を伝えるために必要な方法、資器材、
人材などについて検討することとしております。そ
うしたことを踏まえ、聴覚障害者の方が避難所に避
難された場合につきましては、避難所運営上のルー
ルや重要な情報を避難所内に掲示するなどして情報
提供することとしており、また、個別相談等につき
ましては、情報伝達ツールとして、「筆談ボード」
を各避難所に配備しており、筆談によるやり取りを
中心に、手話ボランティアの方の御協力も頂きなが
ら対応することとしております。

D

31
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128

災害時の障害者対策は後回しになりがち
なので、早急に具体的な対策を明示する
とともに、新型コロナウイルス対応につ
いても、障害者とその家族が取り残され
ないよう対策をお願いしたい。
また、対策の強化についてわかりやすく
具体的にその支援内容を示すとともに、
その対応について市のホームページ等で
確認できるなど、連絡先や担当窓口を明
確にしてほしい。

近年の大規模災害の経験や、令和元年東日本台風で
本市が被災地となったことを踏まえ、自力で避難す
ることが困難な在宅の高齢者や障害者への避難支援
対応が重要な課題と考えております。
令和2年度に策定した「災害時における新型コロナ
ウイルス感染症対策マニュアル」を踏まえ、避難所
における感染リスクを軽減しつつ、避難者それぞれ
に対応した体制整備を進め、各避難所に設置した要
配慮スペースの適切な運用を図ります。また、二次
避難所の開設運営に向けて、より実効性のある取組
を進めるとともに、避難所等の情報を市のホーム
ページ等で確認できるようにする等、分かりやすい
情報発信に努めます。

D

129

緊急通報システムを全ての市民に開かれ
たシステムとする方向性について明記し
てもらいたい。
視覚障害者は現在の端末を使えないとの
指摘はいまだに改善されていない。

緊急通報システムにつきましては、川崎市障害者緊
急通報システム設置運営事業のほか、川崎市高齢者
等緊急通報システム事業や、総務省が所管する
Net119緊急通報システムの制度など、支援が必要
な方に応じた様々な制度がありますので、今後も制
度の運営や周知について取り組んでまいります。ま
た、視覚障害者への配慮について、緊急通報装置か
ら離れた場所で簡単に操作できるペンダント型の装
置を備えており、すでに御活用いただいている状況
です。

D
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130

本計画では令和５年度（令和８年度）ま
での目標を設定しているが、各年度ごと
のマイルストーンが見えない。達成度を
評価して、随時、目標設定の見直しを行
うべきなので、年度ごとの具体的目標を
明示すべき。

障害（児）福祉計画における計７つの重点目標は国
の基本指針を参考に地域の実情等を踏まえて設定す
るものであり、その計画期間は３年間であることか
ら、３年後にあたる令和５年度における目標を設定
しております。なお、令和３年度及び令和４年度に
おいては、令和５年度の目標値に対する進捗・達成
状況を毎年度整理・確認し、障害者施策審議会にお
いて点検・評価することとしており、ＰＤＣＡサイ
クルに基づき、本計画に基づく施策を計画的に推進
してまいります。

D

131

重点目標１について、本人の意思決定の
形成と傾聴等に向け、恒常的な取組を実
施することが不可欠である。「目標達成
のための方策」の７つについて、１つを
除いた残り６つの方策が「検討します」
との記述になっているので、一つでも
「実施します」に変更すべき。

福祉施設から地域生活への移行を推進するにあたっ
ては、本人の意思を最大限尊重する必要があるとと
もに、入所施設及び地域の双方の体制強化について
取り組む必要があります。いただいた御意見を踏ま
え、庁内における検討や市議会での審議等を踏まえ
ながら、目標達成に向けた今後の取組の実施に関す
る記載を修正します。

A

（１２）障害（児）福祉計画に関すること

132

重点目標２について、精神科病院からの
長期入院者の退院や退院後の地域生活に
ついて中心に書かれているが、在宅で家
族と同居している大多数の精神障がい者
への医療・福祉に関することや、精神科
病院が地域の一員としてどのような役割
を果たせるのか等についても大切なの
で、広範な項目・目標設定が必要であ
る。
（同趣旨ほか１件）

重点目標２「精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築」につきましては、国の基本指針に定
められている成果目標について、過去の実績値等を
踏まえ、国の指針と同様の水準で設定したもので
す。また、精神障害者の方への支援につきまして
は、区役所地域みまもり支援センターや障害者相談
支援センター、グループホーム、当事者等の関係者
の協議により、顔の見える関係づくりや、居住確保
に向けた普及啓発、支援者に対する支援などの様々
な活動について、精神科医療機関等とも連携しなが
ら取組を進めることで、一人でも多く地域で安心し
て暮らせるよう、方策を検討し実施してまいりま
す。

D
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133

重点目標３について、進捗状況に「目標
どおりの施設数を確保した」とあるが、
もう一つ重要な視点であるサービス提供
体制の整備が伴っているどうかについて
も検証が必要である。例えば、「なかは
ら障害者福祉施設ひらま」はヘルパー不
足により短期入所の受け入れが週３～４
日程度に留まっている。この点は改善が
必要であることをここに明示するべき。

今後、地域生活支援拠点の機能充実のため、「（仮
称）地域生活支援拠点連絡会」を開催することを予
定しておりますので、その中で運用状況の検証等を
行ってまいります。

D

134

重点目標３について、拠点数の増設及び
運用状況の検証等の新規設定は評価する
が、運用状況の検証は何をどのように評
価するのかが問題である。特に、数値で
は表しにくい「質」の検証と評価を実施
してもらいたい。

地域生活支援拠点については令和５年度を目途に新
たな施設を整備するとともに、その機能の充実に向
け、運用状況の検証等を行うこととしております
が、その検証内容や基準等の詳細につきましては、
質的な部分も含め、今後検討してまいります。

C

135

重点目標４について、一般就労が困難な
障がい者が通うはずの就労継続支援B型
事業所に一般就労の目標人数を設けるの
は、事業所と利用者にいらないプレッ
シャーを与えることになり、本来のB型
事業の運営に支障をきたす可能性もあ
る。数値目標を掲げることには疑問しか
ない。

令和元年度の就労継続支援Ｂ型事業所からの一般就
労への移行者数は17人となっています。重点目標４
については、国の基本指針に基づいて、就労継続支
援事業所が一般就労が困難である者に対し、就労や
生産活動の機会の提供、就労に向けた訓練等を実施
するものであることから、その事業目的に照らし、
目標値を設定しましたが、御意見につきましては、
今後の参考とさせていただきます。

C

136

重点目標４について、数値目標が、精神
障がい者の実数（推定約50,000人）か
らかけ離れており少なく、また、福祉施
設の利用者数からも少ない。なぜ、福祉
施設から一般就労への移行が進まないの
かの検証がまず必要と思われる。

重点目標４の福祉施設から一般就労への移行者数の
障害種別の割合は、令和元年度の実績で、身体障害
者7.7％、知的障害者19.9％、精神障害者70.1％と
なっています。また、就労移行支援事業所や地域就
労援助センターの支援員からは、精神障害者の一般
就労への課題に関し、障害特性の自己理解や体調管
理などのセルフケアについて、企業における適切な
業務等への配慮について、週２０時間以上の勤務時
間等があると聞いており、引き続き一般就労への移
行に向けて、セルフケアを重視した支援や企業に対
する支援を進めてまいります。

B

137

重点目標４について、就労移行支援事業
の利用者数が目標値を下回ったことの理
由として、就労移行支援事業の周知が十
分でなかったと挙げられているが、今期
の重点目標でも、就労移行支援事業の一
般就労への移行者数が新規項目として設
定されているため、引き続き、周知活動
が必要かと思う。
川崎市としてどのように周知していくの
か、具体的な方策を盛り込んでいただき
たい。

就労移行支援事業所の周知については、毎年、就労
支援機関の紹介冊子である「かわジョブナビ」を更
新し、区役所、ハローワーク、地域就労援助セン
ター等で配布するとともに市のホームぺージにも掲
載し、各就労移行支援事業所のホームぺージを「就
労移行支援事業所リンクリスト」として紹介してい
ます。また、障害者就労支援ネットワーク会議にお
いて、合同説明会や体験会等を実施しているほか、
地域就労援助センターにおいても、説明会や見学会
等を実施しています。今後も、障害者就労支援ネッ
トワーク会議等で、関係機関と効果的な周知方法を
検討しながら、継続して取組を進めてまいります。

D

33



NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

139

重点目標６について、目標①として地域
相談支援センターにおける相談件数が記
載されているが、相談件数そのものが増
えることも大事だが、相談した人にとっ
て解決に結び付いたかどうかの検証も必
要。また、②連携回数、③助言・後方支
援件数も同様で、連携や支援の回数に加
え、当事者の生きづらさの解消につな
がったか、相談者にとっての課題解決と
なったと評価できるか、という視点での
検証も必要。
回数目標の設定手法については、「障害
者手帳の保有者数の増加率」で横引きに
するのは間違っている。相談支援を利用
したくてもできない人が多く、この改善
には、回数目標を「障害者手帳の保有者
数の増加率」以上に設定しなければなら
ず、そのための施策が必要である。

必ずしも何かを解決することがゴールではない御相
談もあることや、解決までに何年もかかる御相談も
あることなどから、いわゆる「解決率」のような数
値目標を設定することは困難であると考えます。
また、目標①「地域相談支援センターにおける相談
件数」の考え方については、現在、地域相談支援セ
ンターが実施している障害福祉サービスの利用支援
のうち一定数を指定特定相談支援事業所や障害福祉
サービス事業所等に担っていただくことにより、地
域相談支援センターは現在相談支援につながってい
ない方への支援をより一層充実してまいります。

D

140
重点目標６の目標数値について、実態と
して何を示し、何を目標としているのか
伝わってこない。

重点目標６については、国から示された「障害の種
別や各種ニーズに対応できる総合的・専門的な相談
支援の実施」、「地域の相談支援事業者に対する訪
問等による専門的な指導・助言」、「地域の相談支
援事業者の人材育成の支援」及び「地域の相談機関
との連携強化」といった指針を踏まえ、本市におけ
る目標を設定したものです。

D

141

重点目標６について、相談件数に比し
て、地域相談支援センターを含めた相談
支援施設が少ないため、増設が必要であ
る。また、相談内容の多様化と障害の重
度化・重複化に伴い、相談支援施設の高
機能化及び相談員の質の向上が必要であ
るとともに、地域相談支援センターを含
めた相談支援機関の広報・周知が必要で
ある。さらに、地域相談支援センターを
「精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステム」の中核施設として、精神障がい
者の「リハビリテーション」に関する一
元化機関と位置付けていただきたい。

地域相談支援センターについては、令和3年4月から
職員体制を現行の常勤2名・非常勤1名から常勤3名
に拡充するとともに、令和3年10月から2か所（川
崎区・中原区）増設いたします。
相談支援機関の質の向上については、体系的な相談
支援従事者研修を実施するほか、基幹相談支援セン
ターによる助言・後方支援や、地域リハビリテー
ションセンターによる専門的な評価・判定・調整等
を行ってまいります。
地域相談支援センターについては、令和3年10月以
降の地区担当制を機に、これまで以上に広報を強化
するとともに、地域包括支援センターや民生委員な
ど地域の関係機関への周知を進めてまいります。
「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」に
ついては、地域相談支援センターだけでなく、基幹
相談支援センターや総合リハビリテーション推進セ
ンター等が連携して取組を進めてまいります。

B

138

重点目標５について、数値的な目標の根
拠が分からないので、待機数などのサー
ビス利用の実態調査をもとに目標を定め
ていただきたい。
（同趣旨ほか１件）

本市では、令和２年７月に、医療的ケア児の実態把
握に向け、訪問看護ステーション467か所に医療的
ケア児の人数に関する調査を行い、在宅で生活され
ている方が90人おられることを確認したところで
す。
今後につきましては、支援ニーズの更なる実態把握
に向けた検討を進めるとともに、保健、医療、福
祉、教育等の医療的ケア児等の支援にかかわる行政
機関や事業所等を構成員とした川崎市医療的ケア児
等連絡調整会議において、関係機関と綿密に連携し
ながら、医療的ケア児等の支援の充実に向けた検討
を進めてまいります。

D
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142

重点目標７について、「質」の向上策と
しての目標４項目の設定は評価するが、
「質」の向上は数値化が難しいと思われ
る。
間接的には、精神障がい者が福祉施設等
を利用することにより、地域社会で生活
できるようになったときに、その福祉施
設やスタッフが評価されるものと思う。

本計画の重点目標は、国の基本指針を参考にしなが
ら地域の実情等を踏まえて設定するものであり、重
点目標７に掲げる４つの目標についても国の基本指
針に基づき設定した項目となります。御指摘のとお
り、障害福祉サービスの「質」について数値化する
ことは困難ですが、今後とも、二次審査や指導監査
の実施、研修への参加などの取組を引き続き推進す
ることで、障害福祉サービス等の質の向上と障害福
祉制度の適正な運営確保を図ってまいります。

B

143

精神障害者に関する就労移行支援、就労
継続支援、地域活動支援や共同生活援助
（グループホーム）等の福祉施設は整備
が進んでいるが、依然として利用希望者
が直ちに通所・入所できる状況にはなっ
ていないため、引き続き、拡充に向けた
計画をお願いしたい。

障害のある方の生活を支える各種サービスを安定的
に提供できるよう、「第２期障害者通所事業所整備
計画」に基づく基盤整備を進めるとともに、就労支
援サービスや生活支援サービス等を利用しやすくな
るような環境づくりに取り組んでまいります。

D

145

グループホームの見込量について、利用
ニーズが変わらず高く、また市の計画で
も毎年増員を謳っているが、設置基準の
問題や家賃高騰の問題等があり、アパー
トやマンションの空き部屋を利用したグ
ループホームの開設が困難な現状を踏ま
えた市の取組が必要である。

本市におきましては、これまでもバリアフリー化や
消防設備設置のための整備費補助や、敷金、礼金、
家賃に対する補助など、新規設置と安定運営の支援
に向けた本市独自の補助制度を創設し、運用してき
たところです。今後もこうした支援を引き続き行う
など、グループホームの整備推進に向けた取組を実
施してまいります。

B

医療的ケア児の利用施設については、医療やリハビ
リに関する専門スタッフと、医療機器等を使用でき
る環境の確保が必要であるため、高度な専門性を有
する地域療育センターが中重度の障害のある子ども
の支援に重点的に対応できるよう、運営法人も交え
て、障害児支援体制の再構築に向けた調整を進めて
いるところです。市内には、看護小規模多機能型居
宅介護事業所による先進的な事例がございますが、
採算性の確保等に課題があると伺っておりますの
で、支援の実情を踏まえた対応のあり方について検
討してまいります。
また、一人ひとりの生活ニーズは状況に応じて多様
であり、それぞれの生活に即した支援が必要である
ことから、地域の身近な場所における受け入れ体制
の確保に向け、短期入所や生活介護事業所など、地
域生活を支える基盤整備に向けた取組を進めるとと
もに、川崎市医療的ケア児等連絡調整会議におい
て、関係機関と連携しながら、医療的ケア児等の支
援の充実に向けた検討を進めてまいります。

C146

D

地域活動支援センターにつきましては、「地域活動
支援センターＡ型の機能に関する懇談会」を設置
し、当事者、学識経験者及び各施設長により、課
題・機能についての検討を実施しているところで
す。また、地域活動支援センターの見込量につきま
しては、就労継続支援Ｂ型などへの移行もあること
から、直近の実績値を見込量としており、今後につ
きましても、その推移を見守ってまいります。

地域活動支援センターは見込量に対して
実績が達成されていないが、精神障害の
ある方が社会とつながる第一歩として
も、また、ひきこもりの方や発達障がい
圏の病名を持つ方たちにとっての安心で
きる時間・場所の確保に向けても、地域
活動支援センターの役割は重要なので、
安定した運営に向けた支援が必要であ
る。
また、地域活動支援センターの見込量に
ついて「法内サービスへの移行」を根拠
として実績値と同じ見込量にしたことは
理解できないので、「法内サービスへの
移行」について具体的な計画を示してほ
しい。

144

医療の発達等に伴い医療的ケア児の数が
増えるなど、利用ニーズが増加している
中、障害児通所支援や医療型児童発達支
援、医療型障害児入所施設、短期入所や
生活介護など、施設数が足りない状況が
続いている。利用ニーズ等の実態を調査
した上で対応策を検討し、補助金の活用
等を含め、事業所の開設を促進するため
の対応を進めてほしい。
（同趣旨ほか４件）
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147

居宅訪問型児童発達支援について、事業
者を積極的に誘致してほしい。第４次プ
ランでも利用見込みをたてておきながら
実績が０なのは、事業者がいなかったか
らと推察する。利用ニーズは高まってい
るので、見込量の推計は必要だと思う
が、まず事業者が参入できるよう行政と
して手立てを講じるべき。

居宅訪問型児童発達支援につきましては、平成30年
における障害者総合支援法及び児童福祉法の改正に
より創設されたサービスとなっており、これまでの
実績が０となっております。また、医療型児童発達
支援については市内４か所の地域療育センターにて
対応しております。一方で、利用ニーズの高まりに
伴い、サービス提供体制を充実する必要があるもの
と認識しておりますので、市内事業所の状況等を踏
まえ、適切なサービス提供の実施について検討して
まいります。

D

148

重症心身障害児向けの施設の増設はあり
がたいが、事業所への移動で困る場面が
ある。命に関わるなどの理由から、移動
支援を行う民間事業者もおらず、移動報
酬の問題等もあり、事業者数が増えてい
ない。
重症心身障害児向けの事業所の増設と併
せて、より多くの方が利用できる環境作
り（移動支援）を進めてもらいたい。

車いすを使用している方や、介助者がいても一般の
交通機関を利用することが難しい方等の移動のた
め、本市では重度障害者福祉タクシー事業や福祉
キャブ事業、福祉有償運送事業などを利用いただい
ています。
しかしながら、移動手段の確保等については一定の
課題があると認識しておりますので、今後も引き続
き、移動の支援に係る環境整備に努めてまいりま
す。

B

150

発達障害者支援事業に関し、ペアレント
トレーニングやペアレントプログラム等
の支援プログラム等の実施およびペアレ
ントメンターの養成について、これらは
誰がどのような形で行う予定で、どこで
その情報が得られるのか？
新しい取組のようなので、情報が必要な
人に行き届くよう周知を徹底してほし
い。

ペアレントメンター養成研修等につきましては、発
達障害のある子どもの養育経験を活かし、発達障害
のある子ども又は発達障害の可能性がある子どもを
育てている親を対象に、相談や情報提供を行うペア
レントメンターを研修により養成することを目的と
して、平成30年度から実施しているもので、平成
30年度から令和２年度までは、市の委託事業として
「一般社団法人川崎市自閉症協会」が実施してお
り、各区役所や市民館等にてチラシを設置するなど
広報に努めてきたところです。
今後につきましても、引き続き、当事業を実施する
とともに、本事業の広報・周知に努めてまいりま
す。

D

151

社会参加支援事業について、 「各種訓
練・教室」、「スポーツイベント」、
「普及・啓発イベント、相談会等」とあ
るが、これらは市・区が主催で行ったも
のということか？そうであるなら、具体
的に何のイベントを指すのか、それに
よってどのような効果が上がったのか、
参加者数やアンケート結果などの情報を
公開すべきではないか。

「各種訓練・教室」「スポーツイベント」「普及・
啓発イベント、相談会等」は市が主催しているイベ
ントになります。御指摘いただきました内容につい
ては、効果的な結果の周知等について検討してまい
ります。

C

移動支援（通所・通学支援）の見込量が
これまでの計画よりも後退している。見
込量に対して実績が少ないのは、ニーズ
がないからではなく、支援にあたる事業
所や職員が足りない等の構造的な理由に
よるものである。今年１月からの報酬単
価の改定により参入事業所も増えるので
はと期待しているので、見込量はこれま
でと同水準に引き上げてほしい。さら
に、これらの事業に携わるスタッフの養
成等、質的・量的な改善を図るべきであ
る。
（同趣旨ほか２件）

移動支援事業については、本年度に報酬単位の改正
を実施したところであり、減少傾向にある事業実績
の増加や支援の幅が広がることを期待しております
が、これまでの減少を考えると、今後の本事業の実
績の大幅な増加は見込まないものとして、令和３年
度以降の見込量を算定しております。
一方で、本事業のニーズは増加しており、事業所数
等の不足によりサービス利用ができないという課題
を認識しておりますので、事業の見込量にかかわら
ず、随時、必要な対策を実施し、事業の向上を図り
たいと考えております。また、本事業に係る人材育
成に向けた研修について、引き続き、研修実施法人
への補助事業を中心に取り組みます。

D149
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152

地域生活支援事業に関する事項につい
て、川崎市が独自に実施してきた生活サ
ポートやあんしんサポート、障害児ファ
ミリーサポートへの取組や成果につい
て、プランの中では全く触れられておら
ず、今後どのような位置づけで継続し、
充実させていくかについて記述がない。
障害児者とその家族の地域生活を支える
上で貴重な事業であると考え、事業の実
施に力を注いできたので、これらの事業
についても本計画に位置付けてもらいた
い。

川崎市障害児・者生活サポート事業につきまして
は、その利用実態を踏まえ、事業計画の策定にあた
り、一定の検証が必要であるものと認識しておりま
す。今後は、本事業の見直しも含め、事業のあり方
を検討してまいります。

D

NO 質問・意見の趣旨 市の考え方
対応
区分

153

とても良いプランだと思う。
重点目標１として「福祉施設から地域生
活への移行」を掲げていることを踏ま
え、より多くの市民に知ってもらうよう
な機会を作ってほしい。

本計画については、市ホームページにおいて公開す
るとともに、区役所等の市民に身近な公共施設にお
いても希望者へ配布するほか、地域療育センターや
特別支援学校、障害者相談支援センターなどの関係
機関へも適宜配送するなど、本計画の周知を図って
まいります。
また、障害のある方の地域生活への移行を促進する
ため、障害のある方やその家族、関係者に対し、地
域移行に関する理解の促進を図ってまいります。

B

154

計画自体は読みやすいが、「このような
川崎市になったらよい」という理想につ
いて記載されている一方、その担い手な
どについて具体的に書かれていないの
で、記載をお願いしたい。

本計画は、障害の有無に関わらず、誰もがお互いを
尊重しながら共に支え合う社会を実現するため、今
後６年間における本市障害福祉施策の基本的な方向
性等をお示しするものであり、具体的な担い手につ
いては、事業所等の開設状況や今後の役割分担に関
する検討状況等により変動することから、その詳細
を記載することは困難です。
なお、毎年発行する「ふれあい-障害福祉の案内-」
において、相談窓口や支援機関などの具体的な情報
を掲載し、区役所等で配布してまいります。

D

155

施策や目標等を推進するための裏付けと
なる経費が記述されていないため、過年
度の決算実績とともに今後の経費見込を
付記してもらいたい。

本計画においては、令和８年度までの本市障害福祉
施策の基本的な方向性等を定めておりますが、今後
の予算については、市の財政状況や社会環境の変化
等を踏まえて毎年度検討し、市議会の承認を経て決
定するものであるため、本計画において今後の経費
見込を掲載することは現実的に困難です。また、本
計画においては障害のある方への支援の充実等に向
けた取組について可能な限り詳細かつ細分化して施
策課題や事業等を掲載しておりますが、その事業の
推進にあたっては、効率化を図る観点などから、本
計画の事業区分に捉われずに実施しているため、本
計画における事業区分毎の決算額を掲載することは
現実的に困難です。
なお、本市施策の決算等につきましては、川崎市総
合計画に基づく事務事業評価等において公表してお
ります。

D

（１３）計画の策定・実施に関すること
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156

専門用語等が多数使用されているため、
可能な限りカタカナやアルファベット略
語について平易な日本語に変えていただ
きたい。
特に、「心のバリアフリー」については
十分理解できていないため、具体的な事
例でより分かりやすく表現してもらいた
い。

市民向けの案内や普及啓発等を行うことを主たる目
的とするパンフレット等とは異なり、本計画は本市
の障害福祉施策に関する基本的な方向性等について
定める行政計画であるため、一定の専門用語を使用
しておりますが、可能な限り注釈を設けるなど、読
み手にとって分かりやすくなるような工夫をしてお
ります。
また、「心のバリアフリー」に関する用語説明につ
いては、御意見を踏まえ、第５部２（５）「共生社
会の実現に向けた取組」に追記いたします。
なお、個々の用語等に関する具体的な事例について
は、この計画の中で網羅的に記載することは現実的
に困難であるため、そうした事例などについては、
市民向けの普及啓発に向けた個々の取組において対
応してまいります。

A

158

障害者のための施策は障害福祉部局に限
らない。ノーマライゼーションプランは
川崎市が総合的に推進すべき施策を網羅
すべきものであるが、本計画案では、障
害福祉部局以外の他部局の事業に関する
記載は限定的である。
全庁的に問題意識を共有し、例えば教育
委員会事務局、建設緑政局、警察機関、
高齢者在宅サービス課等と積極的に調整
し関連事業についても方向性を明記すべ
きである。

本市においては、市全体の施策に関する基本的・総
合的な計画である「川崎市総合計画」を策定してお
りますので、当該計画を上位計画とし、市全体の施
策のうち障害福祉施策に関する事項を掲載する個別
計画として、かわさきノーマライゼーションプラン
を策定するものです。
また、障害福祉施策の推進にあたっては、障害福祉
部局に限らず、子ども、教育、保健医療、高齢、ま
ちづくり、危機管理など、様々な分野が関連するた
め、庁内関連部局と連携しながら、障害福祉部局以
外が所管する施策・事業についても、障害福祉施策
の推進に関連が深いものについては、可能な限り本
計画に掲載しております。

D

159

基本理念について、障害者を単に受け手
としてではなく主体として認識すべき。
「お互いを尊重する」といいながら、本
プランが健常者側からの「支援」の押し
つけになっていないか。障害者本人や介
護者など、当事者がプランの策定に参加
していかなければ実のある計画は作れな
いし、実行できない。

基本理念については、障害の有無に関わらず、誰も
がお互いを尊重しながら共に支え合う社会の実現を
目指しているものであり、障害のある方を単に受け
手としているものではありません。
また、本計画の策定にあたっては、障害者基本法に
基づき設置する障害者施策審議会において障害当事
者を含む幅広い関係者により検討するとともに、団
体ヒアリングやパブリックコメント等を行うこと
で、障害のある方やその支援者などの御意見を踏ま
えながら計画を策定しております。

D

これまでの第４次プランまでの進捗状況
を明確化するとともに、それを踏まえた
項目毎の位置づけを「継続」「発展」
「新規」などの区分で明確化してもらい
たい。
（同趣旨ほか１件）

これまでの計画の進捗状況については、第１部２
「これまでの計画の進捗状況」に記載するととも
に、今後に向けた主な課題については、第５部２
「社会情勢の主な変化と課題」に記載しておりま
す。また、事業ごとの状況については、第５部にお
いて、これまでの進捗や取組内容を「①現状（これ
までの取組）」に、事業の必要性や課題などを「②
ニーズ・課題」に、今後に向けた考え方を「③今後
の取組」に記載しております。
なお、年度ごとに本計画に基づく施策等の進捗状況
を整理・確認し、その結果を障害者施策審議会にて
点検・評価しておりますので、今後ともそのような
ＰＤＣＡサイクルに基づき、障害福祉施策を計画的
に推進してまいります。

157 D
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160

障害のある方の生活ニーズ調査のうち、
「いまの生活で困っていることについ
て」を読み、精神に障害のある方にとっ
て、健康や十分な収入がとても重要な
ニーズであることを改めて認識した。川
崎市と連携して地域の方が事業所に通う
ことで、今以上に心の安寧を得て健康に
なれる事業所を目指したい。また、利用
者の方が働き、十分な収入を得られるよ
うに支援していく。新型感染症について
は、施設環境を整え、常に換気などを行
い消毒を徹底している。市からの消毒液
やマスクの支給、新型感染症に関する情
報提供は助かっている。

「障害のある方の生活ニーズ調査」につきまして
は、精神障害を含めた約4,500人の方から回答をい
ただいた結果であり、本計画を策定する際の基礎資
料としております。
また、新型コロナウイルス感染症に関する情報につ
きましては、今後も引き続き、必要な情報提供を
行ってまいります。

B

161

地域包括ケアシステム推進ビジョンの最
初に「自助」が挙げられているが、現在
の社会福祉協議会のボランティアの状況
等をみると、高齢化や生活に余裕がない
など、地域への社会活動に参加できる層
は急激に減少している。地域住民に自助
を求める前に、行政として地域への十分
な支援のシステムを構築することが求め
られているのではないか。

地域包括ケアシステムの構築に向けては、自助・互
助・共助・公助の組み合わせによる取組が重要であ
ると考えております。そのため、引き続き公助の取
組を進めるとともに、地域課題の共有・解決に向け
た地域マネジメント等によって、行政をはじめ事業
者や町内会・自治会などの地縁組織、地域・ボラン
ティア団体、住民など地域内の多様な主体が、それ
ぞれの役割に応じた具体的な行動が行えるよう、取
組を進めてまいります。

D

（１４）その他

39


